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新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、
株主総会へのご来場を見合わせ、インターネッ
トまたは書面（郵送）により事前に議決権を行
使いただくことをご検討くださいますようお願
い申しあげます。
また、株主総会へ出席の株主様へのお土産は取
りやめさせていただきます。

○開催日時
2023年３月29日（水曜日）午前10時
（受付開始　午前９時）

○開催場所
東京都中央区日本橋茅場町三丁目２番10号
鉄鋼会館　８階　801会議室

○決議事項
第１号議案…剰余金処分の件
第２号議案…取締役４名選任の件
第３号議案…監査役１名選任の件
第４号議案…補欠監査役１名選任の件
第５号議案…当社株券等の大量買付行為への

対応策（買収防衛策）更新の件

証券コード：5302
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株主各位

（証券コード　5302）
2023年３月７日

株　主　各　位
東京都中央区八丁堀一丁目１０番７号
日 本 カ ー ボ ン 株 式 会 社
代表取締役社長 宮 下 尚 史

第164回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第164回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し
あげます。

本株主総会の招集に際しましては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）に
ついて電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますの
で、いずれかのウェブサイトにアクセスの上、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

【当社ウェブサイト】
https://www.carbon.co.jp/topics/
（上記ウェブサイトにアクセスいただき、「第164回定時株主総会招集ご通知」および「第164回定
時株主総会の招集に際しての電子提供措置事項」を順に選択いただき、ご確認ください。）

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/5302/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?show=show
（上記東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「日本カーボン」又は「コー
ド」に当社証券コード「5302」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択
して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

なお、当日ご出席されない場合は、インターネットまたは書面（郵送）によって議決権を行使する
ことができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討の上、2023年3月28日（火曜日）午
後５時30分までに議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。

敬　具
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株主各位

１．日 時 2023年３月29日（水曜日）午前10時（受付開始　午前９時）

２．場 所 東京都中央区日本橋茅場町三丁目２番10号
鉄鋼会館　８階　801会議室

新型コロナウイルス感染防止対応について
・株主総会にご来場いただく株主の皆様におかれましては、当日の感染状況やご自身の体調を
お確かめの上、マスクの着用など感染予防にご配慮ください。

・感染予防措置として受付前でのアルコール消毒や検温等を予定しており、発熱のある方や
体調の優れない方は、ご入場を制限させていただく場合があります。

・会場内は株主様同士のお席の間隔を広く取らせていただきますので、ご準備できる席数は
50席程度となる見込みです。そのため当日ご来場をいただいても満席時にはご入場を制限
させていただく場合があります。

・本年は、株主総会当日におけるお土産の配布は取止めさせていただきます。
株主の皆様におかれましては、何卒ご理解、ご協力のほど、よろしくお願い申しあげます。

３．会議の目的事項
報 告 事 項 第164期（2022年１月１日から2022年12月31日まで）事業報告、連結計算書

類および計算書類の内容並びに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査
結果報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役４名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件
第４号議案 補欠監査役１名選任の件
第５号議案 当社株券等の大量買付行為への対応策（買収防衛策）更新の件

記

－ 2 －
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株主各位

４．議決権行使についてのご案内
新型コロナウイルス感染拡大防止のため、ご来場を見合わせることをご検討いただき、可能な
限りインターネットまたは書面（郵送）にて議決権の事前行使をお願い申しあげます。
⑴ 議決権行使書面において、各議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものと

して取り扱わせていただきます。
⑵ 当日代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主様１名に委任すること

ができます。この場合は、代理権を証明する書面（委任状など）をご提出ください。
⑶ 本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、業務の適正を確保するための体制および当該体

制の運用状況の概要、株式会社の支配に関する基本方針、連結株主資本等変動計算書、連結注
記表、株主資本等変動計算書および個別注記表につきましては、法令および定款第17条第２
項の規定に基づき、当社ウェブサイト（https://www.carbon.co.jp/topics/）に掲載してお
りますので、報告事項に関する添付書類には記載しておりません。なお、これらの事項は、監
査役が監査報告を、会計監査人が会計監査報告を作成するに際して監査した事業報告、連結計
算書類および計算書類に含まれております。

⑷ 株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が生じた場合は、当社ウェ
ブサイト（https://www.carbon.co.jp/topics/）および東京証券取引所ウェブサイト
（https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?show=show）においてそ
の旨、修正前および修正後の事項を掲載いたします。

　当日ご出席の際は、お手数ながら本招集通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場受付に
ご提出くださいますようお願い申しあげます。

以　上
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげ
ます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付
にご提出ください。

日　時

2023年３月29日（水曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

　

インターネットで議決権
を行使される場合

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

行使期限

2023年３月28日（火曜日）
午後５時30分入力完了分まで

　

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示のうえ、ご返送く
ださい。

行使期限

2023年３月28日（火曜日）
午後５時30分到着分まで

　

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。
第１・3・４・５号議案

⃝ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案

⃝ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
⃝ 一部の候補者を反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書はイメージです。

インターネットおよび書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱
いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いい
たします。

－ 4 －
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議決権行使についてのご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

ログインQRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく議決権行
使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は1回のみです。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン
いただき、再度、議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。
2

「議決権行使コード」
を入力

「次へ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。
3

「初期パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

みずほ信託銀行 証券代行部 インターネットヘルプダイヤル
 0120-768-524

（受付時間　９：00～21：00）
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事業の経過およびその成果、設備投資等の状況、資金調達の状況

(自2022年 1 月 1 日
至2022年12月31日)

セ グ メ ン ト の 名 称 売 上 高 増減率（％） 生 産 高 増減率（％）
炭 素 製 品 関 連 32,847 12.5 31,355 11.0
炭 化 け い 素 製 品 関 連 2,045 30.7 1,514 △19.9
そ の 他 906 12.2 1,000 23.8

合 計 35,799 13.4 33,871 9.5

（添付書類）

事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の経過およびその成果

当連結会計年度における我が国を含む世界経済は、新型コロナウイルス感染症に関する各
種制限が緩和され、経済活動の正常化が進んだ結果、総じて回復傾向となりました。しか
し、ウクライナ情勢の長期化に伴う物価の高騰により、経済成長は鈍化の兆候がみられまし
た。米国および欧州では、インフレ対策としての金融引締めが行われ、個人消費の伸びに陰
りが見え始めました。我が国では、急激な為替変動やエネルギー価格の上昇が、個人消費に
悪影響を及ぼしています。

こうした事業環境の中、当社グループは、2022年を初年度とする中期経営方針
「BREAKTHROUGH 2024」を掲げ「事業構造改革」および「企業体質の改善」を目標と
して活動して参りました。

この結果、当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度比13.4％増の357億9千9百万円
（単体は前期比11.2％増の219億7千9百万円）となりました。損益面につきましては、経常
利益は、前連結会計年度比13.7％増の50億4千2百万円（単体は前期比8.0％増の33億4千2
百万円）、親会社株主に帰属する当期純利益は、前連結会計年度比17.0％増の31億9千4百
万円（単体は前期比19.6%増の25億1千4百万円の当期純利益）となりました。

当社グループのセグメント別の状況は次のとおりであります。
（単位：百万円）

－ 6 －
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事業の経過およびその成果、設備投資等の状況、資金調達の状況

［炭素製品関連］
ファインカーボン関連製品につきましては、半導体関連市場向けの旺盛な需要により売

上・利益ともに大幅な増加となりました。電極材関連製品につきましては、人造黒鉛電極の
原材料およびエネルギーコスト増並びに売価下落および販売数量減の影響により、売上・利
益ともに減少しました。

この結果、売上高は328億4千7百万円（前連結会計年度比12.5％増）、営業利益は44億2
千2百万円（前連結会計年度比30.4％増）と増収増益になりました。

［炭化けい素製品関連］
炭化けい素連続繊維製品につきましては、航空産業が需要回復に転じ、主要顧客における

在庫調整が進んだことから、売上は前年比で増加しました。一方、エネルギーコスト増およ
び生産調整に伴う原価悪化により、セグメント利益は減少しました。

この結果、売上高は20億4千5百万円（前連結会計年度比30.7％増）、営業利益は1億4千
万円（前連結会計年度比24.4％減）と増収減益となりました。

［その他］
その他の事業につきましては、産業用機械の製造販売が好調であったことから、売上・利

益ともに前年比で増加しました。
この結果、売上高は9億6百万円（前連結会計年度比12.2％増）、営業利益は2億1千万円

（前連結会計年度比93.6％増）と増収増益となりました。

⑵　設備投資等の状況
当連結会計年度に実施いたしました設備投資の総額は、27億9千6百万円（有形固定資産

27億2千9百万円、無形固定資産6千7百万円）であり、その主なものは生産性向上を目的と
した設備増設や生産能力維持のための設備更新によるものであります。

①　当連結会計年度中に完成した主要設備
当社滋賀工場（炭素製品関連事業）　炭素繊維製造設備　増強工事
当社富山工場（炭素製品関連事業）　電極製造設備　更新工事
新日本テクノカーボン株式会社（炭素製品関連事業）　特殊炭素製造設備　改修工事

②　当連結会計年度において継続中の主要設備の新設・拡充
当社研究所（炭素製品関連事業）　試験用設備　新設工事
新日本テクノカーボン株式会社（炭素製品関連事業）　特殊炭素製造設備　更新工事

③　重要な固定資産の売却、撤去、滅失
生産能力に重要な影響をおよぼす固定資産の売却、撤去または滅失はありません。

（注）「新日本テクノカーボン株式会社」は、2023年1月1日より「日本テクノカーボン株
式会社」へ商号変更をしております。

⑶　資金調達の状況
当連結会計年度は、社債または新株式の発行などによる資金調達は行っておりません。

－ 7 －
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対処すべき課題

⑷　対処すべき課題
世界経済は、新型コロナウイルス感染症の世界的動向、地政学的リスクの上昇、サプライ

チェーンの停滞やスタグフレーションなどの問題が残るなか、先行きの不透明さが増してい
ます。しかし同時に、カーボンニュートラルやＤＸに向けた取り組みが社会全体で加速する
など、時代は大きな変革期を迎えています。

中期経営方針「BREAKTHROUGH 2024」では、当社グループのさらなる飛躍に向けて
「事業構造改革」と「企業体質の改善」を経営戦略の基軸に据え、現状を打破して、より高
い目標を達成することを重要課題としています。全てのステークホルダーにご満足いただけ
るよう、収益性および企業価値の向上をはかるために全社一丸となって取り組んでまいりま
す。

＜中期経営方針「BREAKTHROUGH 2024」＞
（ア）事業構造改革

カーボンニュートラルおよびDX といった成長市場にフォーカスし、当社事業のポート
フォリオに適した戦略を展開し、安定した収益の確保を目指します。
①　高温炉用炭素繊維製品のグローバル市場トップシェア堅持と更なる拡大
②　人造黒鉛電極およびリチウムイオン電池負極材の原価低減によるグローバル競争力強

化と製造プロセスの徹底的な見直しによるコスト削減
③　新規事業の創出
④　特殊炭素材料の高収益化
⑤　炭化けい素繊維の需要に応じた事業展開

（イ）企業体質の改善
継続的なヒューマンリソースの確保、育成を実行し、ダイバーシティなプロモーション

を実行することで、組織力の向上を目指します。ニューノーマルとなったテレワークなど
の働き方改革を進め、本社を含めた事業拠点の機能の在り方を見直し、永続性のある強い
企業体質への改善を目指します。
①　ヒューマンリソースの確保、育成
②　ニューノーマル時代の働き方改革および活動拠点の効率化

（ウ）ESG 経営の推進
持続可能な社会の実現と企業価値向上を目指し、「環境（Environment）」、「社会

（Social）」、「ガバナンス（Governance）」を念頭に置いたESG経営を推進してまいりま
す。

今後も当社グループは、持続可能な社会の実現に向け、価値ある製品とサービスを提供
し、持続的に成長できる企業グループへと進化するとともに、人・環境との調和や豊かな社
会づくりと未来の創造に貢献してまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご理解とご支援を賜りますようお願い申し
上げます。

－ 8 －



2023/02/22 21:11:10 / 22941429_日本カーボン株式会社_招集通知_電子提供措置用

財産および損益の状況の推移

年　度
区　分

2019年度
第161期

2020年度
第162期

2021年度
第163期

2022年度
第164期

(当連結会計年度)
売 上 高 (百万円) 44,931 26,802 31,578 35,799

経 常 利 益 (百万円) 15,106 3,587 4,434 5,042
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 (百万円) 9,700 1,810 2,729 3,194

１株当たり当期純利益 (円) 876.81 163.64 247.00 289.24

純 資 産 (百万円) 51,654 50,998 52,257 53,210

総 資 産 (百万円) 77,939 70,930 72,692 74,181

年　度
区　分

2019年度
第161期

2020年度
第162期

2021年度
第163期

2022年度
第164期

(当事業年度)
売 上 高 (百万円) 32,492 16,395 19,770 21,979

経 常 利 益 (百万円) 13,243 2,016 3,094 3,342

当 期 純 利 益 (百万円) 9,536 1,362 2,103 2,514

１株当たり当期純利益 (円) 862.04 123.12 190.33 227.70

純 資 産 (百万円) 41,422 39,996 40,121 39,955

総 資 産 (百万円) 55,321 48,310 50,879 52,820

⑸　財産および損益の状況の推移
①　当社および子会社からなる企業集団の財産および損益の状況の推移

（注）１．１株当たり当期純利益は期中平均株式数に基づいて算出しております。
２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当連結会計年度の期

首から適用しており、当連結会計年度に係る数値については、当該会計基準等を適用した後の数値と
なっております。

②　当社の財産および損益の状況の推移

（注）１．１株当たり当期純利益は期中平均株式数に基づいて算出しております。
２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当事業年度の期首か

ら適用しており、当事業年度に係る数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となってお
ります。

－ 9 －
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重要な親会社および子会社の状況、主要な事業内容

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容
％

日本カーボンエンジニアリング株式会社 48百万円 100.0 炭素製品の販売および製造
機械器具の販売および製造

株 式 会 社 日 花 園 16百万円 100.0 その他
中 央 炭 素 股 份 有 限 公 司 23百万新台湾ドル 60.0 炭素製品の販売および製造
新日本テクノカーボン株式会社 493百万円 50.0 炭素製品の販売および製造

株 式 会 社 Ｎ Ｔ Ｃ Ｍ 60百万円 50.0
（50.0） 炭素製品の製造

ＮＧＳアドバンストファイバー株式会社 1,150百万円 50.0 炭化けい素製品の販売および製
造

N i p p o n  C a r b o n  E u r o p e  G m b H 25,000ﾕｰﾛ 100.0 炭素製品の販売
NIPPON CARBON OF AMERICA, LLC 750,000ドル 100.0 炭素製品の販売
Nippon Carbon Shanghai Co., Ltd. 3,000,000人民元 100.0 炭素製品の販売

⑹　重要な親会社および子会社の状況
①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　子会社の状況
（2022年12月31日現在）

（注）１．当社の出資比率の（　）内は、間接所有出資比率で内数であります。
２．「新日本テクノカーボン株式会社」は、2023年1月1日より「日本テクノカーボン株式会社」へ商号

変更をしております。

事 業 区 分 部 門 主 要 製 品

炭 素 製 品
関 連 事 業

電 極 材 電気製鋼炉用人造黒鉛電極、黒鉛粉、リチウムイオン電池負極材、ニカビ
ーズ（導電性フィラー、微量分析用材料）

フ ァ イ ン
カ ー ボ ン

カーボロン（汎用炭素繊維および黒鉛繊維）、CCM（炭素繊維強化炭素
複合材料）、SCカーボン（高機能複合摺動材料）、カーベスト（含樹脂黒
鉛繊維製パッキング）、ニカフィルム（可撓性黒鉛シール材）、半導体用
高純度および超高純度等方性黒鉛、電刷子、放電加工用電極、カーボン治
具、ベスコート（SiCコート黒鉛製品）、機械用カーボン、原子炉用高純
度黒鉛、電解用電極、高温炉内カーボン部品、その他の特殊炭素製品、レ
スボン（化学構造用不浸透黒鉛製品）

炭化けい素
製 品 事 業

ニカロン（炭化けい素連続繊維）、
ハイニカロン、ハイニカロン・タイプＳ（超耐熱性炭化けい素連続繊維）

そ の 他 の
事 業 産業機械の製造および修理、不動産賃貸、駐車場経営

⑺　主要な事業内容（2022年12月31日現在）
　当社グループの事業および主要製品は、次のとおりであります。

－ 10 －
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主要な営業所および工場等、従業員の状況、主要な借入先

⑻　主要な営業所および工場等（2022年12月31日現在）
①　当社の事業所

本社（東京都中央区）、大阪支店（大阪市北区）、名古屋営業所（名古屋市中区）、韓国連
絡事務所（大韓民国ソウル市）
富山工場（富山県富山市）、滋賀工場（滋賀県近江八幡市）、白河工場（福島県白河市）、
研究所（滋賀県近江八幡市）

②　子会社の事業所
（国内）日本カーボンエンジニアリング株式会社（富山県富山市）、新日本テクノカーボン

株式会社（宮城県黒川郡）、株式会社ＮＴＣＭ（宮城県黒川郡）、ＮＧＳアドバン
ストファイバー株式会社（富山県富山市）、株式会社日花園（滋賀県近江八幡市）
（注）「新日本テクノカーボン株式会社」は、2023年1月1日より「日本テクノ

カーボン株式会社」へ商号変更をしています。

（ 海 外 ） 中 央 炭 素 股 份 有 限 公 司 （ 中 華 民 国 台 北 市 ） 、Nippon Carbon Europe 
GmbH （ Bonn, Germany ） 、 NIPPON CARBON OF AMERICA, 
LLC（Humble, TX, USA）、Nippon Carbon Shanghai Co., Ltd.（Shanghai, 
China）

事 業 セ グ メ ン ト 従 業 員 数 （ 人 ） 前期末比増減数（人）
炭 素 製 品 関 連 事 業 546 （50） 2 （△10）
炭 化 け い 素 製 品 事 業 60 （2） △3 （－）
そ の 他 の 事 業 45 （3） 4 （1）

合 計 651 （55） 3 （△9）

⑼　従業員の状況（2022年12月31日現在）

（注）１. 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。
２. 従業員数は当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外からの受入出向者を含めて記載してお

ります。

借 入 先 借 入 残 高
百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 2,838
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,755
三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,050
株 式 会 社 滋 賀 銀 行 570

⑽　主要な借入先（2022年12月31日現在）

－ 11 －
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株式に関する事項

⑴　発行可能株式総数 40,000,000株
⑵　発行済株式の総数 11,104,386株（自己株式　728,118株を除く）
⑶　株主数 17,257名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
株 ％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,545,000 13.91

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ） 774,300 6.97

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 551,748 4.97

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 379,079 3.41

Ｓ Ｅ Ｃ カ ー ボ ン 株 式 会 社 287,000 2.58

日 本 カ ー ボ ン 共 栄 持 株 会 141,800 1.28

ＪＰ　ＭＯＲＧＡＮ　ＣＨＡＳＥ　ＢＡＮＫ　385781 127,461 1.15

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮＫ　ＷＥＳＴ　ＣＬＩＥＮＴ　－　ＴＲＥＡＴＹ　 ５０５２３４ 106,700 0.96

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 99,585 0.90

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮＫ　ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯＭＰＡＮＹ　５０５２２３ 83,729 0.75

２．株式に関する事項（2022年12月31日現在）

⑷　大株主

（注）　持株比率は自己株式（728,118株）を控除して計算しております。

　⑸　その他株式に関する重要な事項
当社は、2017年３月29日開催の第158回定時株主総会決議に基づき、取締役等の中長期的な

業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、業績連動型株式報酬制
度「株式給付信託（BBT）」を導入しております。

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、取締役等に対
して、当社が定める役員株式給付規定に従って、当社株式および当社株式を時価で換算した金額
相当の金銭が本信託を通じて給付される業績連動型株式報酬制度です。なお、取締役等が当社株
式等の給付を受ける時期は、原則として取締役等の退任時となります。
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会社の新株予約権等に関する事項、会社役員に関する事項

３．会社の新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。

会 社 に お け る 地 位 氏 名
代 表 取 締 役 会 長 本 橋 義 時
代 表 取 締 役 社 長 宮 下 尚 史
取 締 役 加 藤 丈 夫
取 締 役 片 　 山 　 有 里 子
常 勤 監 査 役 宮　　　　 崎　　　　　　　淳
監 査 役 佐 々 木 　 光 　 雄
監 査 役 田 中 義 和

４．会社役員に関する事項
⑴　取締役および監査役の氏名等                                             （2022年12月31日現在）

（注）1. 取締役および監査役の担当する業務並びに重要な兼職について記載すべき事項はありません。
2. 取締役加藤丈夫氏および片山有里子氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
3. 監査役佐々木光雄氏および田中義和氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
4. 監査役佐々木光雄氏は、公認会計士および税理士であり、財務および会計に関する相当程度の知見を

有しております。
5. 監査役田中義和氏は、経営者としての豊富な経験と幅広い見識並びに製造部門の経理実務経験を有し

ており、財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。
6. 2022年３月29日をもって荒木繁氏は監査役を辞任いたしました。
7. 当社は、取締役加藤丈夫氏および取締役片山有里子氏並びに監査役佐々木光雄氏および監査役田中義

和氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。
8. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、

被保険者が負担することとなる損害賠償請求に起因する損害および損害賠償請求によって生じた争訟
費用を当該保険契約により補填することとしております。
当該保険契約の被保険者は当社の取締役および監査役であります。
当該保険契約の保険料の約９%は被保険者が負担しております。

9. 当社と各社外取締役および各社外監査役との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としてお
ります。
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会社の新株予約権等に関する事項、会社役員に関する事項

役 員 区 分 報酬等の総額
（百万円）

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 （ 百 万 円 ） 対 象 と な る
役 員 の 員 数

（名）基 本 報 酬 業 績 連 動
報 酬 等

非 金 銭
報 酬 等

取 締 役 196 123 57 15 5
（うち社外取締役） (16) (9) (4) (2) (3)
監 査 役 24 23 1 － 4
（うち社外監査役） (9) (8) (0) － (3)
合 計 221 147 58 15 9
（ う ち 社 外 役 員 ） (25) (18) (4) (2) (6)

⑵　取締役および監査役の報酬等の額
①　当事業年度に係る報酬等の額

②　業績連動報酬等に係る事項
業績連動報酬等にかかる業績指標は、次のとおりであります。

・当期連結経常利益（5,042百万円）
・連結売上高前期比伸長率と連結営業利益前期比伸長率の平均値（21.32％）
・株主価値（株価＋配当額）前期比伸長率（△3.58％）

当該指標を選択した理由は、株主の皆様との価値共有、企業価値向上および株価上昇に対す
るインセンティブ付与の観点からであります。
当社の業績連動報酬は、役位別に定める賞与基本額と上記業績指標別数値に夫々定める支給
率（0%～400%）を乗じたもので算定されております。

③　非金銭報酬等の内容
非金銭報酬等の内容は当社の株式であり、役位に応じた給付株数と中長期（3年）の株価の
変動率による支給係数で算定されております。
株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役の退任時であり、当該事業年度における交
付はありません。

④　取締役および監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役の金銭報酬の額は、2007年3月29日開催の第148回定時株主総会において、年額300
百万円を限度とすることが定められております。
当該株主総会終結時の取締役の員数は8名です。
監査役の金銭報酬の額は、2007年3月29日開催の第148回定時株主総会において、年額50
百万円を限度とすることが定められております。
当該株主総会終結時の監査役の員数は３名です。

⑤　役員報酬等の内容の決定に関する方針等
当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針を定めており、役員報酬は、
役職に応じた基本報酬と業績連動賞与および株価連動型株式報酬から構成されております。

⑥　取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
取締役会は、取締役の賞与の額を、取締役報酬算定規定に従い算定し、諮問委員会の諮問を
経た上で決定しております。
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会社の新株予約権等に関する事項、会社役員に関する事項

⑶　社外役員に関する事項
①　取締役　加藤　丈夫

ア．他の法人等の社外役員の兼任状況および当社との関係
他の法人等の社外役員の兼任はありません。

イ．当事業年度における主な活動状況
当事業年度に開催された取締役会18回の全てに出席いたしました。
主に企業経営の見地から積極的に意見を述べており、適宜、必要な監督、助言を行うな
ど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。

②　取締役　片山　有里子
ア．他の法人等の社外役員の兼任状況および当社との関係

他の法人等の社外役員の兼任はありません。
イ．当事業年度における主な活動状況

2022年３月29日就任以後、当事業年度に開催された取締役会13回の全てに出席いたし
ました。
主に弁護士としての専門的見地から積極的に意見を述べており、専門的な立場から監
督、助言を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たし
ております。

③　監査役　佐々木　光雄
ア．他の法人等の社外役員の兼任状況および当社との関係

他の法人等の社外役員の兼任はありません。
イ．当事業年度における主な活動状況

当事業年度に開催された取締役会18回および監査役会19回の全てに出席いたしまし
た。
公認会計士・税理士として専門的見地から、取締役会において、取締役会の意思決定の
妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。また、監査役会において当社
の内部監査について適宜、必要な発言を行っております。

④　監査役　田中　義和
ア．他の法人等の社外役員の兼任状況および当社との関係

他の法人等の社外役員の兼任はありません。
イ．当事業年度における主な活動状況

2022年３月29日就任以後、当事業年度に開催された取締役会13回および監査役会14回
の全てに出席いたしました。
経営者としての豊富な経験と幅広い見識から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を
確保するための発言を行っております。また、監査役会において当社の内部監査につい
て適宜、必要な発言を行っております。

－ 15 －
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会計監査人の状況

支 払 額
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 52百万円
当社および当社子会社が支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額 63百万円

５．会計監査人の状況
⑴　会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

⑵　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商品取引法
上の監査に対する報酬等の額を区分しておらず、かつ実質的にも区分できないことから、上記金額は
これらの合計額を記載しています。

２. 当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、監
査項目別監査時間および監査報酬の推移並びに過年度の監査計画と実績の状況を確認し、当事業年度
の監査時間および報酬額の見積りの妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第
399条第１項の同意判断をしています。

３. 当社の重要な子会社のうち在外子会社のNippon Carbon Shanghai Co., Ltd.については、当社の会
計監査人と同一のネットワークに属する他の監査法人の監査証明を受けています。

⑶　非監査業務の内容
当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務である、「再生可能

エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法」第37条第１項の規定に基づく賦課金に係る
特例の認定申請に関する手続業務についての対価を支払っております。

⑷　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合

は、会計監査人の解任または不再任に関する議案を決定し、取締役会は当該決定に基づき当該議
案を株主総会の会議の目的とすることといたします。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認めら
れ、かつ改善の見込みがないと判断した場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任
いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におき
まして、会計監査人を解任した旨と解任理由を報告いたします。

⑸　責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。
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連結貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形、売掛金及び契約資産

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

未 収 還 付 法 人 税 等

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 炉

車両及び工具器具備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 投 資

貸 倒 引 当 金　

47,546

18,322

11,922

8,661

4,408

3,447

16

781

△14

26,635

19,502

6,817

8,394

540

3,553

197

240

6,892

4,566

434

1,893

△2　

流 動 負 債 19,175
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 5,416
短 期 借 入 金 8,892
設 備 関 係 支 払 手 形 318
未 払 費 用 579
未 払 法 人 税 等 1,271
前 受 金 801
賞 与 引 当 金 223
役 員 賞 与 引 当 金 74
受 注 損 失 引 当 金 0
そ の 他 の 流 動 負 債 1,597

固 定 負 債 1,795
長 期 借 入 金 200
繰 延 税 金 負 債 274
退 職 給 付 に 係 る 負 債 784
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 19
役 員 株 式 給 付 引 当 金 85
環 境 対 策 引 当 金 0
資 産 除 去 債 務 62
そ の 他 の 固 定 負 債 369

負 債 合 計 20,971
純 資 産 の 部

株 主 資 本 43,992
資 本 金 7,402
資 本 剰 余 金 7,858
利 益 剰 余 金 30,744
自 己 株 式 △2,012

その他の包括利益累計額 1,570
その他有価証券評価差額金 1,493
為 替 換 算 調 整 勘 定 170
退職給付に係る調整累計額 △93

非 支 配 株 主 持 分 7,647
純 資 産 合 計 53,210

資 産 合 計 74,181 負 債 及 び 純 資 産 合 計 74,181

連 結 貸 借 対 照 表
（2022年12月31日現在）

（単位：百万円）

※記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

(自2022年 1 月 1 日
至2022年12月31日)

科 目 金 額
売 上 高 35,799
売 上 原 価 25,950

売 上 総 利 益 9,849
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,058

営 業 利 益 4,791
営 業 外 収 益

受 取 利 息 1
受 取 配 当 金 130
為 替 差 益 250
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 79
受 取 保 険 金 223
そ の 他 の 営 業 外 収 益 155 840

営 業 外 費 用
支 払 利 息 52
固 定 資 産 除 却 損 156
休 止 固 定 資 産 減 価 償 却 費 146
災 害 損 失 78
そ の 他 の 営 業 外 費 用 155 589
経 常 利 益 5,042

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 183 183
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 5,225
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,812
法 人 税 等 調 整 額 △232 1,579
当 期 純 利 益 3,646
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 451

親会社株主に帰属する当期純利益 3,194

連 結 損 益 計 算 書

（単位：百万円）

※記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
短 期 貸 付 金
そ の 他 の 流 動 資 産

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 炉
車 両 及 び 工 具 器 具 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他 の 無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
そ の 他 の 投 資
貸 倒 引 当 金　

30,840
13,380

854
7,115
5,959

817
1,616

122
310
662

21,979
11,488

2,684
5,262

279
3,166

95
138
131

7
10,353

3,386
3,116
2,000

54
1,797

△ 2　

流 動 負 債 11,547
支 払 手 形 577
買 掛 金 4,090
短 期 借 入 金 3,542
未 払 金 1,270
未 払 費 用 265
未 払 法 人 税 等 822
設 備 関 係 支 払 手 形 154
前 受 金 552
賞 与 引 当 金 135
役 員 賞 与 引 当 金 58
そ の 他 の 流 動 負 債 77

固 定 負 債 1,316
長 期 借 入 金 200
繰 延 税 金 負 債 345
退 職 給 付 引 当 金 298
役 員 株 式 給 付 引 当 金 85
環 境 対 策 引 当 金 0
長 期 預 り 保 証 金 261
資 産 除 去 債 務 60
そ の 他 の 固 定 負 債 65

負 債 合 計 12,864
純 資 産 の 部

株 主 資 本 38,466
資 本 金 7,402
資 本 剰 余 金 7,858

資 本 準 備 金 1,851
そ の 他 資 本 剰 余 金 6,007
利 益 剰 余 金 25,218

そ の 他 利 益 剰 余 金 25,218
繰 越 利 益 剰 余 金 25,218

自 己 株 式 △2,012
評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,488
その他有価証券評価差額金 1,488
純 資 産 合 計 39,955

資 産 合 計 52,820 負 債 及 び 純 資 産 合 計 52,820

貸　借　対　照　表
（2022年12月31日現在）

（単位：百万円）

※記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

(自2022年 1 月 1 日
至2022年12月31日)

科 目 金 額
売 上 高 21,979
売 上 原 価 15,599
売 上 総 利 益 6,379

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,489
営 業 利 益 2,890

営 業 外 収 益
受 取 利 息 20
受 取 配 当 金 302
受 取 保 険 金 216
為 替 差 益 226
そ の 他 の 営 業 外 収 益 74 840

営 業 外 費 用
支 払 利 息 18
固 定 資 産 除 却 損 137
災 害 損 失 94
委 託 手 数 料 45
そ の 他 の 営 業 外 費 用 92 388
経 常 利 益 3,342

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 183 183
税 引 前 当 期 純 利 益 3,526
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,183
法 人 税 等 調 整 額 △171 1,011
当 期 純 利 益 2,514

損　益　計　算　書

（単位：百万円）

※記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結会計監査報告

独立監査人の監査報告書

日本カーボン株式会社
取 締 役 会 御 中

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 矢　野　浩　一
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 箕　輪　恵美子

2023年２月10日

有限責任監査法人　トーマツ
　 　 東 京 事 務 所

　
監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、日本カーボン株式会社の2022年1月1日

から2022年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、日本カーボン株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類
に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に
記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結
子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内

容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告
プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、

当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に

おいて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要
な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重
要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本
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連結会計監査報告

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結

計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任が
ある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行

を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤

謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立
の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により
発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与え
ると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は
状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連
結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。
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連結会計監査報告

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表
示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十
分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び
実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過
程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められ
ているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する

規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻
害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行
う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。

以　上

－ 23 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2023/02/22 21:11:10 / 22941429_日本カーボン株式会社_招集通知_電子提供措置用

個別会計監査報告

独立監査人の監査報告書

日本カーボン株式会社
取 締 役 会 御 中

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 矢　野　浩　一
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 箕　輪　恵美子

2023年２月10日

有限責任監査法人　トーマツ
　 　 東 京 事 務 所

　
監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、日本カーボン株式会社の2022年1

月1日から2022年12月31日までの第164期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」とい
う。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内

容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告
プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当

監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお

いて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な
誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

会計監査人の監査報告書謄本
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個別会計監査報告

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算

書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ
る。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行

を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬

による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な
不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起する
こと、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし
て存続できなくなる可能性がある。
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個別会計監査報告

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構
成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過
程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められ
ているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する

規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻
害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行
う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
当監査役会は、2022年1月1日から2022年12月31日までの第164期事業年度の取締役の職務

の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（１）監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に
ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に
従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査
の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び
主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社につい
ては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて
子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保
するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の
整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統
制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定
期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第3号イの基本方針及び同号ロの各
取組みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容につい
て検討を加えました。

④ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを
確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する
品質管理基準」（平17年10月28日 企業会計審議会）等に従って整備している旨の通
知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ
いて検討いたしました。

監査役会の監査報告書謄本

－ 27 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2023/02/22 21:11:10 / 22941429_日本カーボン株式会社_招集通知_電子提供措置用

監査役会の監査報告

２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい
るものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実
は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該
内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、
財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められません。

④ 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に
関する基本方針については、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載され
ている会社法施行規則第118条第３号ロの取組みは、当該基本方針に沿ったものであ
り、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維
持を目的とするものではないと認めます。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人 有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

２０２３年２月13日
日本カーボン株式会社　監査役会
常勤監査役 宮　崎　　　淳 ㊞
監　査　役（社外監査役） 佐々木　光　雄 ㊞
監　査　役（社外監査役） 田　中　義　和 ㊞

　
以　上

－ 28 －
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剰余金の処分の件

株主総会参考書類

議案および参考事項
第１号議案　剰余金処分の件
　当社は、株主の皆様への利益還元を重視しておりますが、今第164期の期末配当につきまして
は、内部留保に配慮しつつ、長期的かつ安定的な配当を実施するという基本方針に基づき、以下の
とおりといたしたいと存じます。
期末配当に関する事項
①　配当財産の種類

金銭
②　配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金100円
配当総額1,110,438,600円

③　剰余金の配当が効力を生じる日
　2023年３月30日

－ 29 －
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取締役４名選任の件

候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略歴、地位および担当ならびに重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

１

もと

本
 

　
 

　
はし

橋
 

　
 

　
よし

義
 

　
 

　
じ

時
(1948年５月10日生)

    1972年    4 月 当社入社
    2008年    10月 当社執行役員生産技術本部滋賀工場長
    2009年    3 月 当社取締役生産技術本部滋賀工場長
    2011年    1 月 当社常務取締役生産技術本部富山工場長
    2013年    1 月 当社常務取締役生産技術本部長兼生産技術

部長
    2014年    2 月 当社代表取締役副社長兼生産技術本部長兼

生産技術部長
    2015年    3 月 当社代表取締役副社長兼生産技術本部長兼

生産技術部長兼開発本部長
    2017年    1 月 当社代表取締役会長（現任）

（現在に至る）

8,400株

（取締役候補者とした理由）
本橋義時氏は、当社入社以来、製造部門を幅広く経験し、主力工場である滋賀工場長、富山工場長

を歴任し、また、開発本部長としては新製品開発の陣頭指揮を執るなど、豊富な経験と実績を有して
おります。これらの経験や実績を当社経営に活かすことが出来ると判断し取締役候補者といたしまし
た。

２

みや

宮
 

　
 

　
した

下
 

　
 

　
たか

尚
 

　
 

　
ふみ

史
(1964年２月８日生)

    1992年    6 月 当社入社
    2011年    1 月 当社執行役員営業本部ＦＣ販売第１部長兼

大阪支店長
    2011年    11月 当社執行役員営業本部ＦＣ販売第１部長兼

ＦＣ販売第２部長兼大阪支店長
    2012年    1 月 当社執行役員営業本部副本部長兼ＦＣ販売

第１部長兼ＦＣ販売第２部長
    2012年    3 月 当社取締役営業本部副本部長兼ＦＣ販売第

１部長兼ＦＣ販売第２部長
    2013年    1 月 当社取締役営業本部長兼ＦＣ販売第１部長

兼ＦＣ販売第２部長
    2013年    9 月 当社取締役営業本部長兼ＦＣ販売第１部長
    2015年    1 月 当社常務取締役営業本部長兼ＦＣ販売部長
    2016年    1 月 当社専務取締役営業・企画本部長
    2017年    1 月 当社代表取締役社長（現任）

（現在に至る）

2,300株

（取締役候補者とした理由）
宮下尚史氏は、当社入社以来、営業部門を幅広く経験し、事業拡大の中心的役割を担ってきまし

た。また、企画部門のトップとしても海外事業進出や経営計画策定などを主導しました。これらの経
験や実績を当社経営に活かすことが出来ると判断し取締役候補者といたしました。

第２号議案　取締役４名選任の件
　取締役全員（４名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役４名
の選任をお願いするものであります。
　取締役の候補者は、次のとおりであります。
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取締役４名選任の件

候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略歴、地位および担当ならびに重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

３

社 外 独立役員
か

加
 

　
 

　
とう

藤
 

　
 

　
たけ

丈
 

　
 

　
お

夫
(1952年11月３日生)

    1975年    4 月 株式会社アルバック（旧日本真空技術株式
会社）入社

    2006年    9 月 同社取締役
    2013年    7 月 アルバック東北株式会社代表取締役社長
    2018年    9 月 株式会社アルバック顧問
    2020年    3 月 当社社外取締役（現任）

（現在に至る）

0株

（社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要）
加藤丈夫氏は、企業経営その他幅広い分野での豊富な経験と優れた見識を客観的立場から当社経営

に活かし、企業価値向上とコーポレートガバナンスの一層の充実を図っていただくため、社外取締役
候補者といたしました。

４

社 外 独立役員

かた

片
 

　
 

　
やま

山
 

　
 

　
ゆ

有　
り

里　
こ

子
(1974年12月14日生)

    2000年    10月 弁護士登録
    2005年    4 月 ニューヨーク州弁護士登録
    2009年    9 月 高橋・片山法律事務所開設
    2010年    4 月 日本弁護士連合会国際室嘱託
    2020年    9 月 日本弁護士連合会国際室長
    2022年    3 月 当社社外取締役（現任）

（現在に至る）

0株

（社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要）
片山有里子氏は、過去に会社の経営に関与された経験はありませんが、弁護士としての専門的知

識、経験等を客観的な立場から当社経営に活かし、企業価値向上とコーポレートガバナンスの一層の
充実を図っていただくため、社外取締役候補者といたしました。

（注）１. 各取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２. 加藤丈夫氏および片山有里子氏は、社外取締役候補者であります。なお、当社は両氏を東京証券取引

所の定めに基づく独立役員として届け出ており、両氏が社外取締役に再任された場合は、引き続き独
立役員として届け出る予定であります。

３. 加藤丈夫氏および片山有里子氏は、現在当社の社外取締役でありますが、当社の社外取締役としての
在任期間は本総会終結の時をもって加藤丈夫氏は３年、片山有里子氏は１年となります。

４. 加藤丈夫氏および片山有里子氏は、会社法第427条第１項により、当社との間で会社法第423条第１
項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、
法令の定める最低責任限度額としております。加藤丈夫氏および片山有里子氏が社外取締役に再任さ
れた場合は、当社は両氏との当該契約を継続する予定であります。

５. 当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被
保険者が負担することとなる損害賠償請求に起因する損害および損害賠償請求によって生じた争訟費
用を当該保険契約により補填することとしております。各取締役候補者が選任され就任した場合は、
当該保険契約の被保険者に含められることとなります。

－ 31 －
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取締役４名選任の件

氏名 属性 現職
取締役が有する能力

企業
経営

経営
企画 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ 法務・

ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ
営業・
販売

製造・
技術

研究
開発

本 橋 　 義 時 社内 代表取締役会長 ● ● ●

宮 下 　 尚 史 社内 代表取締役社長 ● ● ● ●

加 藤 　 丈 夫 社外
独立 取 締 役 ● ● ●

片山　有里子 社外
独立 取 締 役 ● ●

＜ご参考＞選任後の経営体制

－ 32 －
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監査役１名選任の件

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所 有 す る

当社の株式数

社 外　 独立役員

さ

佐　
さ

々　
き

木　
みつ

光　
お

雄
(1949年３月６日生)

    1980年    9 月 公認会計士登録
    1984年    9 月 税理士登録
    1984年    10月 公認会計士佐々木光雄事務所設立
    1991年    4 月 東光監査法人代表社員
    2015年    3 月 当社社外監査役（現任）

（現在に至る）

500株

（社外監査役候補者とした理由）
佐々木光雄氏は、公認会計士および税理士としての豊富な経験と幅広い見識を有しており、社外監査役とし

ての職務を適切に遂行できるとの判断から、社外監査役候補者といたしました。

第３号議案　監査役１名選任の件
本総会終結の時をもって、監査役佐々木光雄氏は任期満了となりますので、監査役１名の選任をお

願いするものであります。
なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は次のとおりです。

（注）１. 監査役候補者と当社の間に特別の利害関係はありません。
２. 佐々木光雄氏は、社外監査役候補であります。なお、当社は佐々木光雄氏を東京証券取引所の定めに

基づく独立役員として届け出ており、同氏が社外監査役に選任された場合は、引き続き独立役員とし
て届け出る予定であります。

３. 佐々木光雄氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、当社の社外監査役としての在任期間は、本
総会終結の時をもって８年となります。

４. 佐々木光雄氏は、会社法第427条第１項により、当社との間で会社法第423条第１項の損害賠償責任
を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める最低
責任限度額としております。また、同氏が社外監査役に選任された場合は、当社は同氏との当該契約
を継続する予定であります。

５. 当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被
保険者が負担することとなる損害賠償請求に起因する損害および損害賠償請求によって生じた争訟費
用を当該保険契約により補填することとしております。監査役候補者が監査役に選任され就任した場
合は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。

－ 33 －
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補欠監査役１名選任の件

氏 名
（ 生  年  月  日 ） 略 歴 、 地 位 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所 有 す る

当社の株式数

かわ

河
 

　
 

　
い

合
 

　
 

　
ち

千
 

　
 

　
ひろ

尋
(1973年６月14日生)

    1997年    4 月 公認会計士登録
    2006年    7 月 税理士登録
    2006年    7 月 河合千尋公認会計士・税理士事務所（現ベイサイ

ド・パートナーズ会計事務所）開業
    2016年    6 月 株式会社ベイサイド・パートナーズ設立

代表取締役（現任）
    2018年    12月 横浜市公立大学法人評価委員会委員
    2021年    6 月 株式会社宇徳社外監査役

（現在に至る）

0株

（補欠の社外監査役候補者とした理由）
河合千尋氏は、公認会計士、税理士として豊富な経験と幅広い見識を有しており、社外監査役としての職務

を適切に遂行できるものと判断し、補欠の社外監査役候補者といたしました。

第４号議案　補欠監査役１名選任の件
　本総会開始の時をもって、2022年3月29日開催の第163回定時株主総会において選任いただいた補
欠監査役河合千尋氏の予選の効力が失効いたしますので、法令に定める監査役の員数を欠くことにな
る場合に備え、補欠監査役１名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役の候補者は、次のとおりであります。

（注）１. 補欠監査役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２. 河合千尋氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
３. 河合千尋氏が監査役に就任した場合は、会社法第427条第１項により、当社との間で、会社法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任
の限度額は、法令の定める最低責任限度額としております。

４. 当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被
保険者が負担することとなる損害賠償請求に起因する損害および損害賠償請求によって生じた争訟費
用を当該保険契約により補填することとしております。河合千尋氏が監査役に就任した場合、同氏は
当該保険契約の被保険者に含められることとなります。

－ 34 －
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当社株券等の大量買付行為への対応策（買収防衛策）更新の件

第５号議案　当社株券等の大量買付行為への対応策（買収防衛策）更新の件
当社は、2022年3月29日開催の第163回定時株主総会における株主の皆様のご承認を得て、当社の

企業価値の向上および会社の利益ひいては株主共同の利益の実現に反すると判断される当社株券等の
大量買付行為への対応策（買収防衛策）を導入しておりますが、その有効期間は、本定時株主総会の
終結の時をもって満了いたします。

当社は、2023年2月10日開催の取締役会において、当社取締役全員の賛成により、本定時株主総
会における株主の皆様のご承認を条件に、当社株券等の大量買付行為への対応策（買収防衛策）を更
新することを決定いたしました。上記を決定した取締役会には、当社監査役会として、当社株券等の
大量買付行為への対応策（買収防衛策）の具体的運用が適正に行われることを条件に、当社株券等の
大量買付行為への対応策（買収防衛策）の更新に異議はない旨の意見表明がなされました。

本議案は、当社株券等の大量買付行為への対応策（買収防衛策）を更新することにつき、ご承認を
お願いするものであります。

なお、当社株券等の大量買付行為への対応策（買収防衛策）の内容は別紙に記載のとおりでありま
す。

以　上
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（別紙）

当社株券等の大量買付行為への対応策（買収防衛策）

１. 当社の企業価値の向上および会社の利益ひいては株主共同の利益の実現に向けた取組みについて
⑴　当社の企業価値の源泉について

当社の企業価値の源泉は、1915年（大正4年）の創業以来①わが国カーボン工業のパイオニア
またリーディングカンパニーとして、蓄積してきた経験とノウハウに基づいたカーボン製品に関
する総合的な技術力、②カーボンのすぐれた特性を活かし、お客様の幅広いニーズにきめ細かく
応えることのできる、人造黒鉛電極、特殊炭素製品、炭素繊維複合材料、レスボン製品、リチウ
ムイオン電池負極材、炭化けい素連続繊維製品など、高品質・高性能で豊富な製品群、③取引先
との強固かつ長期的な信頼関係、④独自技術を持つ人材の能力発揮に基づく最先端かつ独創的な
製品開発力、および⑤健全な財務体質にあります。

⑵　コーポレート・ガバナンスの取組みの強化
当社の取締役会は、意思決定および取締役の業務執行の監督を行っており、業務執行を迅速か

つ効率的に行うため、内部統制機能の充実、職務権限規定等の運用を行うことにより、その実効
性向上を図っております。また、コンプライアンスを含むリスク管理、経営の透明性確保や公正
な情報開示等の取り組みを行っております。

現在、取締役４名のうち２名を社外取締役で構成し、さらに監査役会、会計監査人による監査
体制をとることで、経営監督機能の強化・充実を図っております。

また、監査役３名のうち、２名は独立性を有する社外監査役とし、一般株主と利益相反の生じ
る恐れがない独立役員として株式会社東京証券取引所に届け出ております。

更に、当社取締役の任期を１年とすることにより、業務執行の監視体制の強化を図っておりま
す。今後とも当社のガバナンス体制のより一層の強化を進めてまいります。

当社は、以上に関連する諸施策を実行し、当社の企業価値の向上および会社の利益ひいては株
主共同の利益の実現を図ってまいります。

２. 企業価値の向上および会社の利益ひいては株主共同の利益の実現に反する株券等の大量買付行為
の存在
以上のとおり、当社は、企業価値の向上および会社の利益ひいては株主共同の利益の実現に全力

で取り組む所存ですが、近年の資本市場においては、株主の皆様に十分な検討時間を与えず、また
対象となる会社の経営陣との十分な協議や合意などのプロセスを経ることなく、突如として株券等
の大量買付行為（下記4（3）イ.に定義します。以下同じとします。）を強行するといった動きも
増加しています。
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もとより株券等の大量買付行為は、たとえそれが買収対象である会社の経営陣の賛同を得ないも
のであっても、当該会社の資産の効率的な運用につながり、企業価値の向上および会社の利益ひい
ては株主共同の利益の実現をもたらすものであれば、何ら否定されるべきものではないと考えま
す。

しかし、このような株券等の大量買付行為の中には、真に会社経営に参加する意思がないにもか
かわらず、専ら当該会社の株価を上昇させて当該会社の株券等を高値で会社関係者等に引き取らせ
る目的で行うものなど、企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益を著しく損なうことが
明白ないわゆる「濫用的買収」が存在する可能性があることは否定できません。

３．本プラン更新の必要性
こうした中で、当社の企業価値を向上させ、会社の利益ひいては株主共同の利益を実現するため

には、①高い技術力・開発力と人格を兼ね備えた社員の育成、②創業以来のノウハウや実績などを
結集した、質の高いサービスの提供の継続、③長年にわたり培ってきた顧客および高い加工能力を
有するグループ会社などとの信頼関係・連携の維持、④顧客・現場重視の企業文化および健全な財
務体質の維持が必要不可欠であり、これらが当社株券等の大量買付行為を行う者により確保され、
向上させられるのでなければ、当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益は毀損さ
れる可能性があります。

特に、当社の主要事業である、カーボン製品は、常に新たな分野への用途開発や新素材開発が大
切であり、経営方針が業績に反映されるには中長期間を要するため、経営方針についても中長期的
な視点が必要不可欠であり、短期的成果配分を目指す経営方針では、企業基盤の存立を危うくし、
企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益は毀損されることになりかねません。

さらに、大量買付行為が行われる際には、当社グループの有形無形の経営資源、将来を見据えた
施策の潜在的効果、その他当社グループの企業価値を構成する事項など、様々な事項を株主の皆様
が適切に把握し、当該買収が当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益に及ぼす影
響を判断していただく必要があります。

こうした事情に鑑み、当社取締役会は、当社株券等に対する大量買付行為が行われた際に、当該
大量買付行為に応じるべきか否かを株主の皆様が適切に判断し、あるいは当社取締役会が株主の皆
様に代替案を提案するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために当該買収者に対
する協議・交渉等を行うことを可能としたりすることにより、当社の企業価値の向上および株主共
同の利益を実現するための合理的な枠組みとして、下記4．「本プランの内容」以下にその詳細を
記載する本プランの更新が必要であると判断しました。

なお、現在当社は、買収の具体的な脅威に晒されているわけではありません。当社の直近の大株
主の状況等は別紙1「大株主の状況等」のとおりであり、個人や金融機関を中心に株主は広く分散
しております。
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４．本プランの内容
⑴　本プランの概要

本プランは、大量買付者（下記（3）イ.に定義します。以下同じ。）が大量買付行為を行うに
あたり、所定の手続に従うことを要請するとともに、かかる手続に従わない大量買付行為がなさ
れる場合や、かかる手続に従った場合であっても当該大量買付行為が当社の企業価値および会社
の利益ひいては株主共同の利益を著しく害するものであると判断される場合には、かかる大量買
付行為に対する対抗措置として、原則として新株予約権の無償割当ての方法（会社法第277条以
下に規定されています。）により、当社取締役会が定める一定の日における株主に対して新株予
約権を無償で割り当てるものです。また、会社法その他の法令および当社の定款上認められるそ
の他の対抗措置を発動することが適切と判断された場合には、当該その他の対抗措置が用いられ
ることもあります。

本プランに従って割り当てられる新株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）には、①
大量買付者およびその関係者による行使を禁止する行使条件や、②当社が本新株予約権の取得と
引換えに大量買付者およびその関係者以外の株主の皆様に当社株式を交付する取得条項等を付す
ことが予定されております。本新株予約権の詳細については、下記（4）「対抗措置の概要」を
ご参照ください。

本新株予約権の無償割当てが実施された場合、かかる行使条件や取得条項により、当該大量買
付者およびその関係者の有する議決権の当社の総議決権に占める割合は、大幅に希釈化される可
能性があります。

なお、本プランに従って対抗措置を機動的に実施するため、新株予約権の発行登録を行うこと
があります。

当社は、本プランにつき株式会社東京証券取引所の規則に基づき適時開示を行うとともに、当
社のホームページ（https://www.carbon.co.jp/）に本プランを掲載いたします。

⑵　本プランの更新手続－本定時株主総会における承認
本プランは、当社現行定款第15条に基づくものでありますが、本プランの更新にあたり株主

の皆様の意思を適切に反映するため、同条の規定に基づき、本定時株主総会における決議による
ご承認をいただくことを条件とします。

⑶　本プランに基づく対抗措置の発動に係る手続
イ．対象となる大量買付行為

当社は、当社取締役会が別途定める場合を除き、以下のいずれかに該当する行為またはこれ
らに類似する行為（ただし、当社取締役会が予め承認したものを除きます。このような行為を
以下「大量買付行為」といい、大量買付行為を行いまたは行おうとする者を以下「大量買付
者」といいます。）がなされ、またはなされようとする場合には、本プランに基づく対抗措置
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＊１ 金融商品取引法第27条の23第1項に規定する株券等をいいます。本書において別段の定めがない限り同じ
とします。

＊２ 金融商品取引法第27条の23第1項に規定する保有者をいい、同条第3項に基づき保有者に含まれる者を含
みます（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）。本書において別段の定めがない限り
同じとします。

＊３ 金融商品取引法第27条の23第4項に規定する株券等保有割合をいいます。本書において別段の定めがない
限り同じとします。

＊４ 金融商品取引法第27条の2第1項に規定する株券等をいいます。②において同じとします。
＊５ 買付けその他の有償の譲受けをいい、金融商品取引法施行令第６条第３項に規定される有償の譲受けに類

するものを含みます。本書において別段の定めがない限り同じとします。
＊６ 金融商品取引法第27条の2第8項に規定する株券等所有割合をいいます。本書において別段の定めがない限

り同じとします。
＊７ 金融商品取引法第27条の2第7項に規定する特別関係者をいいます（当社取締役会がこれに該当すると認め

た者を含みます。）。ただし、同項第1号に掲げる者については、発行者以外の者による株券等の公開買
付けの開示に関する内閣府令第3条第2項で定める者を除きます。本書において別段の定めがない限り同じ
とします。

＊８ 金融商品取引法第27条の23第5項に規定する共同保有者をいい、同条第6項に基づき共同保有者とみなさ
れる者を含みます（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）。本書において別段の定め
がない限り同じとします。

の発動を検討いたします。
当社は、当社取締役会が別途定める場合を除き、以下のいずれかに該当する行為またはこれ

らに類似する行為（ただし、当社取締役会が予め承認したものを除きます。このような行為を
以下「大量買付行為」といい、大量買付行為を行いまたは行おうとする者を以下「大量買付
者」といいます。）がなされ、またはなされようとする場合には、本プランに基づく対抗措置
の発動を検討いたします。
① 当社が発行者である株券等*1について、保有者*2の株券等保有割合*3が20％以上となる買付

け
② 当社が発行者である株券等*4について、買付け*5を行う者の株券等所有割合*6およびその特

別関係者*7の株券等所有割合の合計が20％以上となる当該株券等の買付け
③ 上記①または②に規定される各行為の実施の有無にかかわらず、当社の特定の保有者が、

当社の他の保有者（複数である場合を含みます。以下本③において同じとします。）との
間で行う行為であり、かつ当該行為の結果として当該他の保有者が当該特定の保有者の共
同保有者*8に該当するに至るような合意その他の行為、または当該特定の保有者と当該他
の保有者との間にその一方が他方を実質的に支配しもしくはそれらの者が共同ないし協調
して行動する関係*9を樹立するあらゆる行為（ただし、当社が発行者である株券等につき
当該特定の保有者と当該他の保有者の株券等保有割合の合計が20％以上になるような場
合に限ります。）であると合理的に判断される行為*10
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＊９ 「当該特定の保有者と当該他の保有者との間にその一方が他方を実質的に支配しもしくはそれらの者が共
同ないし協調して行動する関係」が樹立されたか否かの判定は、新たな出資関係、業務提携関係、取引な
いし契約関係、役員兼任関係、資金提供関係、信用供与関係、当社株券等の買い上がりの状況、当社株券
等に係る議決権行使の状況、デリバティブや貸株等を通じた当社株券等に関する実質的な利害関係等の形
成、当該特定の保有者および当該他の保有者が当社に対して直接・間接に及ぼす影響、その他当該特定の
保有者と当該他の保有者との間に意思の連絡があることを窺わせる直接・間接の事実等を基礎に行うもの
とします。

＊10 本③所定の行為がなされたか否かの判断は、当社取締役会が独立委員会の勧告に基づき合理的に行うもの
とします。なお、当社取締役会は、本③の要件に該当するか否かの判定に必要とされる範囲において、保
有者に対して必要な情報の提供を求めることがあります。

ロ．本プランの公表および大量買付者に対する情報提供の要求
大量買付者には、当社取締役会が別段の定めをした場合を除き、大量買付行為の実行に先立

ち、当社取締役会に対して、大量買付行為の内容の検討に必要な以下の各号に定める情報（た
だし、大量買付行為の内容および態様等に応じて合理的な範囲で内容を変更します。以下、当
該情報を「本必要情報」といいます。）を記載した、本プランに定める手続を遵守する旨の意
向表明を含む日本語による買付提案書を、当社の定める書式により提出していただきます。な
お、買付提案書には、商業登記簿謄本、定款の写しその他大量買付者の存在を証明する書類を
添付していただきます。

当社取締役会は、上記買付提案書を受領した場合、速やかにこれを下記ニ.に定める独立委
員会に提供するものとします。大量買付者から提供していただいた情報では、当該大量買付行
為の内容および態様等に照らして、株主の皆様のご判断および当社取締役会の評価・検討等の
ために不十分であると当社取締役会が合理的に判断する場合には、当社取締役会が別途要求す
る追加の情報を大量買付者から日本語で提供していただきます（ただし、当社取締役会は、大
量買付者の属性、大量買付者が提案する大量買付行為の内容、本必要情報の内容および性質等
に鑑み、株主の皆様が買収の是非を適切に判断し、当社取締役会が評価・検討等を行うために
必要な水準を超える追加情報提供の要求を行わないこととします。）。かかる追加情報提供の
要求は、適宜回答期限（60日を上限とします。）を定めた上で、上記買付提案書受領後また
はその後の追加情報受領後10日以内に行うこととします。

ⅰ. 大量買付者およびそのグループ（共同保有者、特別関係者および（ファンドの場合は）組
合員その他の構成員を含みます。）の詳細（具体的名称、資本構成、業務内容、財務内
容、および当社の事業と同種の事業についての経験等に関する情報等を含みます。）

ⅱ. 大量買付者およびそのグループが現に保有する当社の株券等の数、ならびに買付提案書提
出日前60日間における大量買付者の当社の株券等の取引状況
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ⅲ. 大量買付行為の目的（支配権取得もしくは経営参加、純投資もしくは政策投資、大量買付
行為の後における当社の株券等の第三者への譲渡等、または重要提案行為等（金融商品取
引法第27条の26第1項、同法施行令第14条の8の2第1項および株券等の大量保有の状況の
開示に関する内閣府令第16条に規定する重要提案行為等を意味します。）を行うことその
他の目的がある場合には、その旨および概要を含みます。なお、目的が複数ある場合には
その全てを記載していただきます。）、方法および内容（大量買付行為による取得を予定
する当社の株券等の種類および数、大量買付行為の対価の額および種類、大量買付行為の
時期、関連する取引の仕組み、大量買付行為の方法の適法性ならびに大量買付行為の実行
の可能性等を含みます。）

ⅳ. 大量買付行為の価格の算定根拠（算定の前提となる事実および仮定、算定方法、算定に用
いた数値情報ならびに大量買付行為に係る一連の取引により生じることが予想されるシナ
ジーの額およびその算定根拠等を含みます。）の概要

ⅴ. 大量買付行為の資金の裏付け（資金の提供者（実質的な提供者を含みます。）の具体的名
称、調達方法、関連する取引の内容等を含みます。）

ⅵ. 大量買付行為に際しての第三者との間における意思連絡の有無ならびに意思連絡がある場
合はその内容および当該第三者の概要

ⅶ. 大量買付行為の後の当社グループの経営方針、経営者候補（当社および当社グループの事
業と同種の事業についての経験等に関する情報を含みます。）、事業計画、財務計画、資
本政策、配当政策および資産活用策（ただし、大量買付者による買収提案が、少数株主が
残存しない100％の現金（円貨）買収の場合、本号の情報の提供については概略のみで足
りることとします。）

ⅷ. 大量買付行為の後の当社グループの従業員、取引先、顧客その他の当社グループに係る利
害関係者の処遇方針（改変の計画の有無および改変の計画が存する場合はその内容）

ⅸ. 当社の他の株主との間の利益相反を回避するための具体的方策
ⅹ. 大量買付行為のために投下した資本の回収方針
ⅺ. 反社会的勢力またはテロ関連組織との関連性の有無（直接的であるか間接的であるかを問

いません。）および関連性が存在する場合にはその内容
ⅻ. その他当社取締役会が合理的に必要と判断する情報

なお、当社取締役会は、大量買付者が出現したことを当社取締役会が認識した場合はその事
実について、また、買付提案書または追加情報を受領した場合はその受領の事実について、直
ちに株主の皆様等に情報開示を行います。大量買付者から当社取締役会に提供された情報の内
容等については、株主の皆様の判断に必要であると当社取締役会が判断する時点で、その全部
または一部につき株主の皆様等に情報開示を行います。

－ 41 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2023/02/22 21:11:10 / 22941429_日本カーボン株式会社_招集通知_電子提供措置用

当社株券等の大量買付行為への対応策（買収防衛策）更新の件

ハ．当社取締役会の検討手続
当社取締役会は、大量買付者から提出された本必要情報につき、株主の皆様が買収の是非を

適切に判断し、当社取締役会が評価・検討等を行うために必要な水準を満たしていると判断し
た場合は、その旨ならびに下記記載の取締役会評価期間の始期および終期を、直ちに大量買付
者および独立委員会に通知し、株主の皆様等に情報開示を行います。当社取締役会は、大量買
付者に対する当該通知の発送日の翌日から①対価を現金（円貨）のみとする当社全株券等を対
象とした公開買付けの場合には最大60日以内、②その他の大量買付行為の場合には最大90日
以内（以下「取締役会評価期間」といいます。）に、必要に応じて、当社から独立した地位に
ある第三者（投資銀行、証券会社、フィナンシャル・アドバイザー、弁護士、公認会計士、そ
の他の専門家を含みます。）の助言を得ながら、提供された本必要情報を十分に評価・検討
し、下記ニ．に定める独立委員会による勧告を最大限尊重した上で、大量買付行為に関する当
社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、大量買付者に通知するとともに、適時かつ適切
に株主の皆様等に情報開示を行います。また、必要に応じて、大量買付者との間で大量買付行
為に関する条件・方法について交渉し、さらに、当社取締役会として、株主の皆様に代替案を
提示することもあります。

大量買付者は、この取締役会評価期間の経過、または下記へ.ⅲ.に定めるとおり当社取締役
会が株主意思確認総会（下記ホ.に定義します。）を開催することを決定した場合には、当該
株主意思確認総会における株主の皆様のご判断に従って行う当社取締役会の決議後においての
み、大量買付行為を開始することができるものとします。ただし、下記ト.に定める不発動決
定通知を受領した場合は、大量買付者は、同通知を受領した翌営業日から、大量買付行為を行
うことが可能となります。

ニ．独立委員会の設置
本プランに定めるルールに従って一連の手続が遂行されたか否か、ならびに、本プランに定

めるルールが遵守された場合に当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益を確
保し、または向上させるために必要かつ相当と考えられる一定の対抗措置を講じるか否かにつ
いては、当社取締役会が最終的な判断を行いますが、その判断の合理性および公正性を担保す
るために、当社は、当社取締役会から独立した組織として、独立委員会を設置することとしま
す。独立委員会は、3名以上の委員より構成され、委員は、当社取締役会が当社の社外監査役
および社外有識者（弁護士、公認会計士、学識経験者等）の中から選任するものとします。

本プラン更新時の独立委員会の委員には、別紙2「独立委員会委員の氏名および略歴」に記
載の各氏を予定しております。独立委員会規則の概要は、別紙3「独立委員会規則の概要」に
記載のとおりです。また、独立委員会の判断の概要については、適時かつ適切に株主の皆様等
に情報開示を行います。
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ホ．対抗措置の発動の手続
当社取締役会が対抗措置の発動を判断するにあたっては、その判断の合理性および公正性を

担保するために、以下の手続を経ることとします。
まず、当社取締役会は、対抗措置の発動に先立ち、独立委員会に対して対抗措置の発動の是

非について諮問し、独立委員会は、この諮問に基づき、必要に応じて、当社の費用で、当社か
ら独立した地位にある第三者（投資銀行、証券会社、フィナンシャル・アドバイザー、弁護
士、公認会計士、その他の専門家を含みます。）の助言を得た上で、当社取締役会に対して対
抗措置の発動の是非について勧告を行います。当社取締役会は、対抗措置を発動するか否かの
判断に際して、独立委員会による勧告を最大限尊重するものといたします。

また、当社取締役会が対抗措置を発動するに際しては、社外監査役全員を含む当社監査役全
員の賛成を得た上で、当社取締役全員の一致により発動の決議をすることといたします。当社
取締役会は、当該決議を行った場合、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事
項について、速やかに株主の皆様等に情報開示を行います。

なお、当社取締役会は、独立委員会に対する上記諮問に加え、大量買付者の提供する本必要
情報に基づき、必要に応じて、当社から独立した地位にある第三者（投資銀行、証券会社、フ
ィナンシャル・アドバイザー、弁護士、公認会計士、その他の専門家を含みます。）の助言を
得ながら、当該大量買付者および当該大量買付行為の具体的内容ならびに当該大量買付行為が
当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益に与える影響等を評価・検討等した
上で、対抗措置の発動の是非を判断するものとします。

さらに、下記へ.ⅲ.に定めるとおり、下記へ.ⅲ.の場合で、当社取締役会が大量買付行為に対
する対抗措置を発動するか否かの判断を行うにあたり、株主の皆様の意思を直接確認すること
が実務上適切と判断するときは、当該大量買付行為に対し対抗措置を発動するか否かについて
株主の皆様の意思を確認するための株主の総会（以下「株主意思確認総会」という。）を開催
することもできるものとします。

ヘ．対抗措置の発動の条件
ⅰ. 大量買付者が本プランに定める手続に従わずに大量買付行為を行いまたは行おうとする場

合
当社取締役会は、大量買付者が本プランに定める手続に従わず、大量買付行為を行い、ま

たは行おうとする場合、大量買付行為の具体的な条件・方法等の如何を問わず、当該大量買
付行為が当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益を著しく害するものであ
るとみなし、独立委員会による勧告を最大限尊重した上で、当社の企業価値および会社の利
益ひいては株主共同の利益を確保しまたは向上させるために必要かつ相当な対抗措置を講じ
ることといたします。
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ⅱ. 大量買付者が本プランに定める手続に従って大量買付行為を行いまたは行おうとする場合
大量買付者が本プランに定める手続に従って大量買付行為を行い、または行おうとする場

合には、当社取締役会が仮に当該大量買付行為に反対であり、反対意見の表明、代替案の提
示、株主の皆様への説明等を行う場合であっても、原則として、当該大量買付行為に対する
対抗措置は講じません。大量買付者の当社株券等の大量買付行為に関する提案に応じるか否
かは、株主の皆様において、当該大量買付行為に関する本必要情報およびそれに対する当社
取締役会の意見、代替案等をご考慮の上、ご判断いただくこととなります。

ただし、大量買付者が本プランに定める手続に従って大量買付行為を行い、または行おう
とする場合であっても、当社取締役会が、大量買付者の大量買付行為の内容を検討し、大量
買付者との協議、交渉等を行った結果、当該大量買付者の買付提案に基づく大量買付行為
が、当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益を著しく害するものであると
認めた場合には、取締役会評価期間の開始または終了にかかわらず、当社取締役会は、独立
委員会による勧告を最大限尊重した上で、当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共
同の利益を確保し、または向上させるために、必要かつ相当な対抗措置を講じることがあり
ます。具体的には、以下に掲げるいずれかの類型に該当し、かつ発動が必要かつ相当と判断
される場合には、原則として、当該買付提案に基づく大量買付行為は当社の企業価値および
会社の利益ひいては株主共同の利益を著しく害するものに該当すると考えます。

(ⅰ) 高値買取要求を狙う買収である場合
(ⅱ) 重要な資産・技術情報等を廉価に取得する等、会社の犠牲の下に大量買付者の利益実

現を狙う買収である場合
(ⅲ) 会社資産を債務の担保や弁済原資として流用することにより、当社の企業価値および

会社の利益ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすような買収である
場合

(ⅳ) 会社の高額資産を処分させ、その処分利益で一時的高配当をさせるか、一時的高配当
による株価急上昇の機会を狙って高値で売り抜けることにより、当社の企業価値およ
び会社の利益ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすような買収であ
る場合

(ⅴ) 当社の株券等の買付条件が、当社の企業価値に照らして著しく不十分または不適切な
買収である場合

(ⅵ) 最初の買付けで全株券等の買付けの申込みを勧誘することなく、二段階目の買付条件
を不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付けを行うなど、株主に株券等の
売却を事実上強要するおそれがある買収である場合

(ⅶ) 大量買付者が支配権を取得する場合の当社の企業価値が、中長期的な将来の企業価値
との比較において、当該大量買付者が支配権を取得しない場合の当社の企業価値に比
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べ、著しく劣後する場合
(ⅷ) 大量買付者が公序良俗の観点から当社の支配株主として著しく不適切である場合
(ⅸ) 前各号のほか、以下のいずれも満たす買収である場合

a． 当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益を著しく害するおそれが
あることが客観的かつ合理的に推認される場合

b． 当該時点で対抗措置を発動しない場合には、当社の企業価値および会社の利益ひい
ては株主共同の利益が著しく害されることを回避することができないか、またはそ
のおそれがある場合

ⅲ. 株主意思確認総会の開催
上記ⅱのとおり、大量買付者が本プランに定める手続に従って大量買付行為を行い、また

は行おうとする場合には、当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重した上で、大量
買付行為に対する対抗措置発動の是非を決議することを原則としますが、大量買付者による
大量買付行為の内容、株主意思確認総会の開催に要する時間等諸般の事情を考慮の上、法令
および当社取締役の善管注意義務等に鑑みて、独立委員会に対する諮問に加え、株主の皆様
の意思を直接確認することが実務上適切と判断するときは、当社取締役会は、株主意思確認
総会を招集し、出席株主（議決権行使書等により議決権行使を行う株主を含みます。）の皆
様（ただし、大量買付行為が強圧性のある市場買集めによる場合等においては、大量買付者
およびその共同保有者、特別関係者等を除くことがあります。以下同じ。）の議決権の過半
数の賛成をもって、対抗措置の発動に関する株主の皆様の意思を確認することができるもの
とします。当社取締役会は、株主意思確認総会の開催を決定した場合、直ちに当該決定を行
った事実およびその理由を株主の皆様等に対して情報開示するとともに、実務上可能な限り
速やかに株主意思確認総会を招集するものとします。

また、当社取締役会は、株主意思確認総会が開催された場合、対抗措置の発動に関して、
当該株主意思確認総会における株主の皆様のご判断に従うものとします。

なお、大量買付者は、当社取締役会が株主意思確認総会の開催を決定した場合には、当該
株主意思確認総会における株主の皆様のご判断に従って行う当社取締役会の決議がされるま
での間、大量買付行為を開始してはならないものとします。

ト．当社取締役会による対抗措置の発動・不発動に関する決定
当社取締役会は、上記へ.ⅰ.またはⅱ.のいずれの場合も、独立委員会の勧告を最大限尊重し

た上で、また、上記へ.ⅲ.の場合で、独立委員会に対する諮問に加え、株主の皆様の意思を確
認するために株主意思確認総会が開催された場合には、当該株主意思確認総会における株主の
皆様のご判断に従って、対抗措置の発動または不発動に関する決定を行います。

当社取締役会は、対抗措置の発動または不発動の決定を行った場合、直ちに当該決定の概要
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その他当社取締役会が適切と認める事項を大量買付者に通知（不発動の決定に係る通知を、以
下「不発動決定通知」といいます。）し、株主の皆様等に情報開示を行います。大量買付者
は、取締役会評価期間経過後または上記へ.ⅲ.に定めるとおり当社取締役会が株主意思確認総
会を開催することを決定した場合には、当該株主意思確認総会における株主の皆様のご判断に
従って行う当社取締役会（原則として当該株主意思確認総会当日に開催するものとします。）
の決議後においてのみ、大量買付行為を開始することができるものとします。ただし、当社取
締役会から不発動決定通知を受領した場合には、大量買付者は、同通知を受領した日の翌営業
日から、大量買付行為を行うことが可能となります。

チ．当社取締役会による再検討
当社取締役会は、一旦対抗措置を発動すべきか否かについて決定した後であっても、大量買

付者が大量買付行為に係る条件を変更した場合や大量買付行為を中止した場合など、当該決定
の前提となった事実関係等に変動が生じた場合には、改めて独立委員会に諮問した上で再度審
議を行い、独立委員会の勧告を最大限尊重して、対抗措置の発動または中止に関する決定を行
うことができます。また、この場合にも、株主の皆様の意思を直接確認することが実務上適切
と判断するときは、当該大量買付行為に対し対抗措置を発動するか否かについて株主の皆様の
意思を確認するための株主意思確認総会を開催することができるものとします。

当社取締役会は、かかる決定を行った場合、直ちに当該決定の概要その他当社取締役会が適
切と認める事項について、大量買付者に通知し、株主の皆様等に情報開示を行います。

⑷　対抗措置の概要
当社取締役会は、本プランにおける対抗措置として、原則として、別紙4「日本カーボン株式

会社　新株予約権の要項」に従った本新株予約権の無償割当てを行います。本新株予約権は、本
新株予約権の無償割当てを決議する当社取締役会において定める一定の日（以下「割当期日」と
いいます。）における、最終の株主名簿に記載または記録された株主（ただし、当社を除きま
す。）に対し、その保有株式1株につき新株予約権1個以上で当社取締役会が定める数の割合で
割り当てられます。

本新株予約権1個の行使に際して出資される財産（金銭とします。）の価額（行使価額）は金
1円とし、本新株予約権1個の行使により、本新株予約権に係る新株予約権者（以下「本新株予
約権者」といいます。）に対して当社普通株式1株以下で当社取締役会が定める数の当社普通株
式が交付されます。なお、当社は、本新株予約権の行使がなされた場合に、当該本新株予約権者
に交付する株式の数に1株に満たない端数があるときは、適用法令に従い端数の処理を行いま
す。

ただし、大量買付者およびその関係者は、本新株予約権を行使することができないものとしま
す。
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また、当社は、本新株予約権の行使による場合のほか、本新株予約権に付された取得条項に基
づき、一定の条件の下で大量買付者およびその関係者以外の本新株予約権者から、当社普通株式
と引換えに本新株予約権を取得することができます。なお、当社は一定の条件の下で本新株予約
権全部を無償で取得することも可能です。

さらに、本新株予約権を譲渡により取得するには、当社取締役会の承認が必要です。
上記（1）に記載のとおり、本新株予約権の無償割当てのほか、会社法その他の法令および当

社の定款上認められるその他の対抗措置を発動することが適切と判断された場合には、当該その
他の対抗措置が用いられることがあります。

当社取締役会は、本プランにおける対抗措置を発動した場合、当社取締役会が適切と認める事
項について、適時に株主の皆様等に情報開示を行います。

⑸　本プランの有効期間、廃止および変更
更新後の本プランの有効期間は、本定時株主総会の終結の時から2023年12月期に関する定時

株主総会の終結の時までとします。当社の取締役の任期は1年であり、かかる取締役の任期に合
わせて本プランの有効期間も1年とするのが、株主の皆様の意思の重視により資すると考えてお
ります。ただし、本プランは、有効期間の満了前であっても、①当社の株主総会において本プラ
ンを廃止する旨の決議が行われた場合または②当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議
が行われた場合には、その時点で廃止されるものとします。

また、当社取締役会は、本プランの有効期間中であっても、本定時株主総会の決議による委任
の範囲内において、必要に応じて、独立委員会の意見を得た上で、本プランの技術的な修正また
は変更を行う場合があります。

なお、本プランは2023年2月10日現在施行されている法令の規定を前提としておりますの
で、同日以後、法令の新設または改廃等により本プランの規定に修正を加える必要が生じた場合
には、当該法令の趣旨に従い、かつ、本プランの基本的な考え方に反しない範囲で、適宜本プラ
ンの文言を読み替えることとします。

本プランが廃止、修正または変更された場合には、当該廃止、修正または変更の事実その他当
社取締役会が適切と認める事項について、速やかに株主の皆様等に情報開示を行います。

また、2023年12月期に関する定時株主総会の終結の時以降における本プランの内容につきま
しては、必要な見直しを行った上で、本プランの更新、または新たな内容のプランの導入等に関
して株主の皆様のご意思を確認させていただく予定です。
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５．本プランの合理性
⑴　買収防衛策に関する指針の要件等を完全に充足していること

本プランは、経済産業省および法務省が2005年5月27日に発表した「企業価値・株主共同の
利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（「企業価値・株主共同
の利益の確保・向上の原則」、「事前開示・株主意思の原則」、「必要性・相当性確保の原
則」）を完全に充足しており、また、株式会社東京証券取引所の定める買収防衛策の導入に係る
諸規則の趣旨に合致したものです。なお、本プランは、2008年6月30日に公表された、経済産
業省に設置された企業価値研究会の報告書「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り
方」の内容も勘案しております。

⑵　企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益の確保または向上を目的として更新されて
いること
本プランは、上記3.に記載のとおり、当社株券等に対する大量買付行為がなされた際に、当該

大量買付行為に応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、また当社取締役会が株主の皆様のため
に代替案を提示し、大量買付者と交渉を行うこと等を可能とするために必要な情報や時間を確保
することにより、当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益を確保または向上す
ることを目的として更新されるものです。

⑶　株主意思を重視するものであること（サンセット条項）
本プランは、当社現行定款第15条に基づくものでありますが、本プランの更新にあたり株主

の皆様の意思を適切に反映させる機会を確保するため、上記4.（2）に記載のとおり、本定時株
主総会において、本プランのご承認をお諮りします。本定時株主総会において本プランをご承認
いただけない場合は、本プランは更新されず、廃止されることとなります。また、上記4.（5）
に記載のとおり、本プランの有効期間の満了前であっても、株主総会において本プランを廃止す
る旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されることになり、その意味で、本
プランの更新だけでなく存続についても、株主の皆様のご意向が反映されることとなっておりま
す。

また、本プランは、本プランに基づく対抗措置の発動または不発動の判断を株主の皆様が取締
役会に委ねる前提として、当該対抗措置の発動条件を個別の場合に応じて具体的に設定し、株主
の皆様に示すものです。加えて、上記4.（3）へ.ⅲ.記載のとおり、当社取締役会は、本プランに
従った対抗措置の発動に関する決議に際して、独立委員会に対する諮問に加え、株主の皆様の意
思を直接確認することが実務上適切と判断するときは、株主意思確認総会を開催し、株主の皆様
の意思を確認することとしております。したがって、当該発動条件に従った対抗措置の発動は、
株主の皆様のご意向が反映されたものとなります。
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⑷　独立性の高い社外者の判断を重視していること
当社は、上記4.（3）ニ.に記載のとおり、当社取締役会の判断の合理性および公正性を担保す

るために、取締役会から独立した機関として、独立委員会を設置します。独立委員会は、当社社
外監査役および社外有識者により構成されます。

このように、当社取締役会が独立委員会の勧告を最大限尊重した上で決定を行うことにより、
当社取締役会が恣意的に本プランに基づく対抗措置の発動を行うことを防ぐとともに、独立委員
会の判断の概要については適宜株主の皆様等に情報開示を行うこととされており、当社の企業価
値の向上および会社の利益ひいては株主共同の利益の実現に資するべく本プランの透明な運営が
行われる仕組みが確保されています。

⑸　合理的な客観的要件を設定していること
本プランは、上記4.（3）ホ.およびヘ.に記載のとおり、予め定められた合理的な客観的要件が

充足されなければ発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止
する仕組みを確保しております。

⑹　独立した地位にある第三者専門家の助言を取得できること
本プランにおいては、上記4.（3）ハ.およびホ.に記載のとおり、大量買付者が出現した場合、

取締役会および独立委員会が、当社の費用で、独立した地位にある第三者（投資銀行、証券会
社、フィナンシャル・アドバイザー、弁護士、公認会計士、その他の専門家を含みます。）の助
言を得ることができることとされています。これにより、取締役会および独立委員会による判断
の合理性および公正性がより強く担保される仕組みが確保されています。

⑺　デッド・ハンド型やスロー・ハンド型の買収防衛策ではないこと
上記4.（5）に記載のとおり、本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される

取締役会の決議によりいつでも廃止できることとされており、取締役会の構成員の過半数を交代
させてもなお発動を阻止できない、いわゆるデッド・ハンド型買収防衛策ではありません。

また、当社は、取締役の任期を1年としており、期差任期制度を採用していないため、本プラ
ンは、取締役会の構成員の交代を一度に行うことができないためその発動を阻止するのに時間が
かかる、いわゆるスロー・ハンド型買収防衛策でもありません。

６．株主および投資家の皆様への影響
⑴　本プラン更新時に株主および投資家の皆様に与える影響

本プランの更新時点においては、対抗措置自体は発動されませんので、株主および投資家の皆
様の法的権利または経済的利益に直接具体的な影響が生じることはありません。
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⑵　本新株予約権の無償割当ての実施により株主および投資家の皆様に与える影響
本新株予約権は、当社取締役会が本新株予約権の無償割当て決議において別途定める割当期日

における株主の皆様に対し、その保有する株式1株につき1個以上で当社取締役会が定める数の
割合により無償で割り当てられますので、その行使を前提とする限り、株主の皆様が保有する株
式全体の価値に関して希釈化は生じません。

もっとも、株主の皆様が、本新株予約権の行使期間中に本新株予約権の行使を行わない場合に
は、他の株主の皆様による本新株予約権の行使により、その保有する当社株式の価値が希釈化す
ることになります。ただし、当社は、当社取締役会の決定により、下記（4）ロ.に記載する手続
により、本新株予約権の要項に従い本新株予約権の行使が禁じられていない株主の皆様から本新
株予約権を取得し、それと引換えに当社普通株式を交付することがあります。当社がかかる取得
の手続を行った場合、本新株予約権の要項に従い本新株予約権の行使が禁じられていない株主の
皆様は、本新株予約権の行使および行使価額相当の金銭の払込みをせずに、当社株式を受領する
こととなり、その保有する株式1株あたりの価値の希釈化は生じますが、保有する株式全体の価
値の希釈化は生じません。

なお、本新株予約権の無償割当てを受けるべき株主が確定した後において、当社が、本新株予
約権の無償割当てを中止し、または無償割当てされた本新株予約権を無償取得する場合には、1
株あたりの株式の価値の希釈化は生じませんので、1株あたりの株式の価値の希釈化が生じるこ
とを前提にして売買を行った投資家の皆様は、株価の変動により相応の損害を被る可能性があり
ます。

⑶　本新株予約権の無償割当ての実施後における本新株予約権の行使または取得に際して株主およ
び投資家の皆様に与える影響

本新株予約権の行使または取得に関しては差別的条件が付されることが予定されているため、
当該行使または取得に際して、大量買付者およびその関係者の法的権利または経済的利益に希釈
化が生じることが想定されますが、この場合であっても、大量買付者およびその関係者以外の株
主および投資家の皆様の有する当社の株式に係る法的権利および経済的利益に対して直接具体的
な影響を与えることは想定しておりません。もっとも、本新株予約権それ自体の譲渡は制限され
ているため、割当期日以降、本新株予約権の行使または本新株予約権の当社による取得の結果株
主の皆様に当社株式が交付される場合には、株主の皆様の振替口座に当社普通株式が記録される
までの期間、株主の皆様が保有する当社株式の価値のうち本新株予約権に帰属する部分につい
て、譲渡による投下資本の回収がその限りで制約を受ける可能性がある点にご留意ください。
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⑷　本新株予約権の無償割当てに伴って株主の皆様に必要となる手続
イ．本新株予約権の行使の手続

当社は、割当期日における最終の株主名簿に記載または記録された株主の皆様に対し、原則
として、本新株予約権の行使請求書（行使に係る本新株予約権の内容および数、本新株予約権
を行使する日、当社株式の記録を行うための振替口座（特別口座を除きます。）等の必要事
項、ならびに株主ご自身が本新株予約権の行使条件を充足すること等についての表明保証条
項、補償条項その他の誓約文言を含む当社所定の書式によるものとします。）その他本新株予
約権の行使に必要な書類を送付いたします。

本新株予約権の無償割当て後、株主の皆様が本新株予約権の行使期間中に、これらの必要書
類を提出した上、本新株予約権1個あたり金1円を払込取扱場所に払い込むことにより、1個の
本新株予約権につき、1株以下で当社取締役会が定める数の当社普通株式が交付されることに
なります。なお、社債、株式等の振替に関する法律の規定により、本新株予約権の行使の結果
として交付される当社普通株式については、特別口座に記録することができませんので、株主
の皆様が本新株予約権を行使する際には、証券口座等の振替口座を開設していただく必要があ
る点にご注意ください。

ロ．当社による本新株予約権の取得の手続
当社は、当社取締役会が本新株予約権を取得する旨の決定をした場合、法定の手続に従い、

取得条項が複数ある場合には、それぞれ取得条項ごとに、取締役会の決議を行い、かつ、本新
株予約権者の皆様に対する公告を実施した上で、本新株予約権を取得します。また、本新株予
約権の取得と引換えに当社普通株式を株主の皆様に交付することとした場合には、速やかにこ
れを交付いたします。なお、この場合、かかる株主の皆様には、別途、ご自身が本新株予約権
の要項に従い行使が禁じられている大量買付者およびその関係者でないこと等についての表明
保証条項、補償条項その他の誓約文言を含む当社所定の書式による書面をご提出いただくこと
があります。

上記のほか、割当て方法、行使の方法および当社による本新株予約権の取得の方法の詳細に
つきましては、本新株予約権の無償割当ての実施が当社取締役会において決定された後、株主
の皆様に開示または通知いたしますので、当該内容をご確認ください。

以　上
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氏名または名称 住 所 所有株式数
（百株）

持株比率
(％)

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 東京都港区浜松町２-11－３ 15,450 13.91

株式会社日本カストディ銀行
（信託口） 東京都中央区晴海１－８－12 7,743 6.97

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１－５－５ 5,517 4.97

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 3,790 3.41

ＳＥＣカーボン株式会社 兵庫県尼崎市潮江１－２－６ 2,870 2.58

日本カーボン共栄持株会 富山県富山市高内27 1,418 1.28

JP　MORGAN　CHASE
BANK　385781

25　BANK　STREET,　CANARY　WHARF,　
LONDON,　E14　5JP,　UNITED　KINGDOM 1,274 1.15

STATE　STREET　BANK　
WEST　CLIENT　－　
TREATY　505234

1776　HERITAGE　DRIVE,　NORTH　
QUINCY,　MA　02171,　U. S. A. 1,067 0.96

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１－１－２ 995 0.90
STATE　STREET　BANK　

AND　TRUST　COMPANY　
505223

P.O.　BOX　351　BOSTON　
MASSACHUSETTS　02101　U.S.A. 837 0.75

計 40,964 36.89

別紙１
大株主の状況等

１．【大株主の状況】
2022年12月31日現在

（注）１　上記各信託銀行所有株式数は、すべて信託業務に係るものです。
２　上記のほか当社所有の自己株式7,282百株があります。
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区 分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満

株式の状況
（株）

政府およ
び地方公
共団体

金融機関 金融商品
取引業者

その他
の法人

外国法人等 個人
その他 計

個人以外 個人
株主数
(人) － 48 33 173 152 13 13,658 14,077 －

所有株式数
(単元) － 39,312 704 6,065 13,426 56 58,184 117,747 57,804

所有株式数
の割合(％) － 33.386 0.597 5.150 11.402 0.047 49.414 100.000 －

２．【所有者別状況】
2022年12月31日現在

（注）１　自己株式728,218株は「個人その他」に7,282単元および「単元未満株式の状況」に18株含
めて記載しております。なお、自己株式728,218株は、株主名簿記載上の株式数であり、
2022年12月31日現在の実質保有残高は789,018株であります。
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佐々木　光雄（ささき　みつお） 1949年３月６日生

    1980年    9 月 公認会計士登録
    1984年    9 月 税理士登録
    1984年    10月 公認会計士佐々木光雄事務所設立
    1991年    4 月 東光監査法人代表社員
    2015年    3 月 当社社外監査役（現任）

（現在に至る）

高橋　明人（たかはし　あきと） 1975年 3 月30日生

    2000年    4 月 弁護士登録
    2005年    4 月 ニューヨーク州弁護士登録
    2009年    9 月 高橋・片山法律事務所開設
    2010年    12月 株式会社興人ホールディングス（旧株式会社興人）監査役

（社外監査役）
    2012年    3 月 当社社外監査役
    2012年    12月 株式会社オリエンタルコンサルタンツホールディングス

（旧株式会社ＡＣＫグループ）監査役（社外監査役）
    2015年    3 月 当社社外取締役
    2015年    12月 株式会社オリエンタルコンサルタンツホールディングス

（旧株式会社ＡＣＫグループ）取締役（社外取締役）（現任）
    2018年    2 月 オーエスジー株式会社　取締役監査等委員（社外取締役）（現任）
    2022年    6 月 東亜石油株式会社　取締役監査等委員（社外取締役）（現任）

（現在に至る）

別紙２

独立委員会委員の氏名および略歴

本プラン更新にあたり独立委員会の委員は、以下の３名を予定しております。

当社社外監査役・公認会計士・税理士
［略歴］

弁護士
［略歴］
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河合　千尋（かわい　ちひろ） 1973年 6 月14日生

    1997年    4 月 公認会計登録
    2006年    7 月 税理士登録
    2006年    7 月 河合千尋公認会計士・税理士事務所（現ベイサイド・

パートナーズ会計事務所）開業
    2016年    6 月 株式会社ベイサイド・パートナーズ設立　代表取締役（現任）
    2018年    12月 横浜市公立大学法人評価委員会委員
    2021年    6 月 株式会社宇徳社外監査役

（現在に至る）

公認会計士・税理士
［略歴］
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別紙３

独立委員会規則の概要

第1条 当社は、当社株券等の大量買付行為への対応策（買収防衛策、以下、「本プラン」とい
う。）の導入・更新に伴い、独立委員会を設置する。独立委員会は、取締役会の諮問によ
り、本プランに基づく対抗措置の発動または不発動に関する勧告を行い、取締役会の判断
の公正性および中立性の確保に資することを目的とする。

第2条 １. 独立委員会の委員は、３名以上とし、当社の社外監査役および以下の条件を満たした者
（以下「社外有識者」という。）の中から選任する。ただし、社外監査役および社外有識
者が、常時少なくとも1名ずつ就任していなければならない。選任された委員は、就任に
あたり原則として当社に対する善管注意義務条項等を含む契約を当社との間で締結する。

①　現在または過去において当社、当社の子会社または関連会社（以下、併せて「当社等」
という。）の取締役（社外取締役は除く。以下本条において同じ。）または監査役（社
外監査役は除く。以下本条において同じ。）等となったことがない者

②　現在または過去における当社等の取締役または監査役の一定範囲の親族でない者
③　当社等との取引先でなく、当社等との間に特別の利害関係のない者
④　企業経営に関する一定以上の経験者、専門家、有識者等（実績ある会社経営者、投資銀

行業務に精通する者、弁護士、公認会計士、会社法等を主たる研究対象とする研究者ま
たはこれらに準ずる者）

２. 委員の選任および解任は、取締役会の決議により行う。ただし、委員の解任を決議する場
合、出席取締役の3分の2以上の賛成によるものとする。

第3条 独立委員会は、原則として以下の各号に記載される事項について審議の上決議し、その決
議の内容を、理由を付して取締役会に勧告する。取締役会は、会社法上の機関として決議
を行うにあたり、独立委員会の勧告を最大限尊重しなければならない。各委員および当社
各取締役は、かかる決議にあたっては、専ら当社の企業価値および会社の利益ひいては株
主共同の利益に資するか否かの観点からこれを行うことを要し、自己または当社の経営陣
の個人的利益を図ることを目的としてはならない。

①　大量買付者が本プランに定める手続を遵守しているか否か
②　買付提案の内容が当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益を著しく害

するか否かの決定ならびに対抗措置の発動または不発動
③　対抗措置の中止
④　①ないし③のほか、本プランにおいて独立委員会が権限を与えられた事項
⑤　本プランに関して取締役会が独立委員会に諮問した事項
⑥　取締役会が、別途独立委員会が行うことができるものと定めた事項
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第4条 独立委員会の決議は、原則として委員の3分の2以上が出席し、出席委員の過半数をもっ
てこれを行う。ただし、やむを得ない事由があるときは、委員の過半数が出席し、出席委
員の過半数をもってこれを行うことができる。

第5条 独立委員会は、当社の費用で、当社から独立した地位にある第三者（投資銀行、証券会
社、フィナンシャル・アドバイザー、弁護士、公認会計士、その他の専門家を含む。）の
助言を得ることができる。

第6条 各委員の任期は、本プランを承認した直近の定時株主総会終結後1年以内に終了する事業
年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとする。ただし、当社取締役
会の決議により別段の定めをした場合はこの限りでない。

第7条 取締役会は、その決議により、独立委員会を招集することができる。
第8条 取締役会は、独立委員会が審議を行うにあたって必要であると認める場合には、取締役1

名を独立委員会に出席させ、必要な事項に関する説明を行う機会を与えるよう独立委員会
に求めることができる。

第9条 独立委員会は、取締役会の要請に応じ、勧告を行う理由およびその根拠を説明しなければ
ならない。
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別紙４

日本カーボン株式会社　新株予約権の要項

Ⅰ．新株予約権無償割当てに関する事項の決定
(1)　新株予約権の内容および数

下記Ⅱ．記載の事項を含む内容の新株予約権（以下個別にまたは総称して「新株予約権」と
いう。）の無償割当て決議（以下「新株予約権無償割当て決議」という。）において当社取
締役会が定める一定の日（以下「割当期日」という。）における当社の最終の発行済株式総
数（ただし、同時点において当社の有する当社株式の数を控除する。）と同数以上で当社取
締役会が定める数の新株予約権を割り当てる。

(2)　割当対象株主
割当期日における当社の最終の株主名簿に記載または記録された株主（ただし、当社を除
く。）に対し、その保有株式1株につき新株予約権1個以上で当社取締役会が定める数の割合
で、新株予約権を割り当てる。

(3)　新株予約権の無償割当ての効力発生日
新株予約権無償割当て決議において定める日とする。

Ⅱ．新株予約権の内容
(1)　新株予約権の目的である株式の種類および数

新株予約権の目的である株式の種類は、当社普通株式とし、新株予約権の目的である株式の
数（以下「対象株式数」という。）は、1株以下で当社取締役会が定める数とする。

(2)　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
1）新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、行使価額（下記2）に定

義される。）に対象株式数を乗じた価額とする。
2）新株予約権の行使に際して出資される財産の当社株式1株あたりの価額（以下「行使価額」と

いう。）は金1円とする。
(3)　新株予約権の行使期間

新株予約権無償割当て決議において定める日を初日とし、新株予約権無償割当て決議におい
て定める期間とする。ただし、下記（7）項2）の規定に基づき当社による新株予約権の取得
がなされる場合、当社が当該取得を通知または公告した日から当該取得日までの期間、新株
予約権を行使することはできない。また、行使期間の最終日が行使に際して払い込まれる金
額の払込取扱場所の休業日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。
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(4)　新株予約権の行使の条件
1）（ⅰ）特定大量保有者、（ⅱ）特定大量保有者の共同保有者、（ⅲ）特定大量買付者、

（ⅳ）特定大量買付者の特別関係者、もしくは（ⅴ）上記（ⅰ）ないし（ⅳ）に該当する者
から新株予約権を当社取締役会の承認を得ることなく譲受けもしくは承継した者、または、
（ⅵ）上記（ⅰ）ないし（ⅴ）に該当する者の関連者は、新株予約権を行使することができ
ない。
なお、上記に用いられる用語は次のとおり定義される。
① 「特定大量保有者」とは、当社が発行者である株券等（金融商品取引法第27条の23第1

項に定義される。以下別段の定めがない限り同じ。）の保有者（同法第27条の23第3項
に基づき保有者に含まれる者を含む。）で、当該株券等に係る株券等保有割合（同法第
27条の23第4項に定義される。）が20％以上である者（当社取締役会がこれに該当する
と認めた者を含む。）。

② 「共同保有者」とは、金融商品取引法第27条の23第5項に定義される共同保有者を指
し、同条第6項に基づき共同保有者とみなされる者を含む（当社取締役会がこれらに該当
すると認めた者を含む。）。

③ 「特定大量買付者」とは、当社が発行者である株券等（金融商品取引法第27条の2第1項
に定義される。以下本③において同じ。）の買付け等（買付けその他の有償の譲受けを
いい、金融商品取引法施行令第6条第3項に規定される有償の譲受けに類するものを含
む。以下同じ。）を行った者で、当該買付け等の後におけるその者の所有（これに準じ
るものとして金融商品取引法施行令第7条第3項に定める場合を含む。）に係る株券等の
株券等所有割合（金融商品取引法第27条の2第8項に定義される。以下同じ。）がその者
の特別関係者の株券等所有割合とを合計して20％以上となる者をいう。

④ 「特別関係者」とは、金融商品取引法第27条の2第7項に定義される（当社取締役会がこ
れに該当すると認めた者を含む。）。ただし、同項第1号に掲げる者については、発行者
以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第3条第2項で定める者を除
く。

⑤ ある者の「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配されもしくはその者
と共同の支配下にある者として当社取締役会が認めた者、またはその者と協調して行動
する者として当社取締役会が認めた者をいう。「支配」とは、他の会社等の「財務およ
び事業の方針の決定を支配している場合」（会社法施行規則第3条に定義される。）をい
う。

2）上記1）にかかわらず、下記①ないし④の各号に該当する者は、特定大量保有者または特定大
量買付者に該当しないものとする。
① 当社、当社の子会社（財務諸表等の用語、様式および作成方法に関する規則第8条第3項

に定義される。）または当社の関連会社（財務諸表等の用語、様式および作成方法に関
する規則第8条第5項に定義される。）
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別紙４

② 当社を支配する意図がなく上記1）（ⅰ）の特定大量保有者に該当することになったもの
である旨当社取締役会が認めた者であって、かつ上記1）（ⅰ）の特定大量保有者に該当
することになった後10日間（ただし、当社取締役会はかかる期間を延長することができ
る。）以内にその保有する当社の株券等を処分等することにより上記1）（ⅰ）の特定大
量保有者に該当しなくなった者

③ 当社による自己株式の取得その他の理由により、自己の意思によることなく、上記1）
（ⅰ）の特定大量保有者に該当することになった者である旨当社取締役会が認めた者
（ただし、その後、自己の意思により当社の株券等を新たに取得した場合を除く。）

④ その者が当社の株券等を取得し保有することが当社の企業価値または会社の利益ひいて
は株主共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた者（上記1）（ⅰ）ないし（ⅵ）に
該当すると当社取締役会が認めた者についても、当社の企業価値または会社の利益ひい
ては株主共同の利益に反しないと当社取締役会が認めることができ、また、一定の条件
の下に当社の企業価値または会社の利益ひいては株主共同の利益に反しないと当社取締
役会が認めた場合には、当該条件が満たされている場合に限る。）

3）新株予約権を有する者は、当社に対し、自らが上記1）記載の（ⅰ）ないし（ⅵ）のいずれに
も該当せず、かつ、上記1）（ⅰ）ないし（ⅵ）に該当する者のために行使しようとしている
者ではないこと、および新株予約権の行使条件を充足していること等の表明保証条項、補償
条項その他当社が定める事項に関する誓約文言ならびに行使に係る新株予約権の内容および
数、新株予約権を行使する日、当社株式の記録を行うための振替口座（特別口座を除く。）
等の必要事項を記載した書面ならびに法令等により必要とされる書面を提出した場合に限
り、新株予約権を行使することができるものとする。

4）新株予約権を有する者が本（4）項の規定により、新株予約権を行使することができない場合
であっても、当社は、当該新株予約権を有する者に対して、損害賠償責任その他の責任を一
切負わないものとする。

(5)　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金
新株予約権の行使により当社株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金
の額は、新株予約権無償割当て決議において別途定める額とする。

(6)　新株予約権の譲渡制限
新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要する。

(7)　当社による新株予約権の取得
1）当社は、上記（3）項に規定する新株予約権の行使期間開始日の前日までの間いつでも、新株

予約権を取得することが適切であると当社取締役会が認める場合には、当社取締役会が定め
る日をもって、全ての新株予約権を無償で取得することができる。

2）当社は、当社取締役会が定める日の到来日をもって、上記（4）項1）の規定により新株予約
権を行使することができない者以外の者が有する新株予約権のうち、当該取締役会の定める
日の前日までに未行使のもの全てを取得し、これと引換えに、新株予約権1個につき対象株式
数の当社株式を交付することができる。
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3）上記（4）項1）の規定により新株予約権を行使することができない者が有する新株予約権に
ついて、一定の行使条件や取得条項が付された別の新株予約権を対価として取得する旨の取
得条項を新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が決定することがある。

(8)　合併、会社分割、株式交換および株式移転の場合の新株予約権の交付およびその条件
新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が決定する。

(9)　新株予約権証券の発行
新株予約権については新株予約権証券を発行しない。

(10) 法令の改正等による修正
上記で引用する法令の規定は、2023年2月10日現在施行されている規定を前提としているも
のであり、同日以後、法令の新設または改廃により、上記各項に定める条項ないし用語の意
義等に修正を加える必要が生じた場合には、当社取締役会において、当該新設または改廃の
趣旨を考慮の上、上記各項に定める条項ないし用語の意義等を適宜合理的な範囲内で読み替
えることができるものとする。

以　上
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【参考】

【参考】

当社株券等の大量買付行為開始時のフローチャート
当社の株券等に対する大量買付行為について、

当社が公表した買収防衛策に定められた手続の遵守を要請

（手続が遵守された場合）

大量買付者による買付提案書の提出

記載内容が不十分

取締役会評価期間
最大60日/90日以内

記載内容が十分

（手続が遵守されない場合）

当社取締役会による追加情報
提供の要求（10日以内、回答
期限60日以内）

本プランに定める手続を遵
守しない大量買付行為であ
ると認められる場合

当社取締役会の検討手続
（当社の企業価値および会社の利
益ひいては株主共同の利益を著し
く害するか）
・情報収集、代替案の検討
・大量買付者との協議・交渉
・外部専門家等からの助言の取得

独立委員会の検討手続
・外部専門家等からの助言の
取得
・取締役会に対して対抗措置
の発動の是非について勧告

・当社取締役会による必要情報受領の確認
・大量買付者および独立委員会に検討開始を通知

企業価値および会社
の利益ひいては株主
共同の利益を著しく
害する場合でない

企業価値および会社の
利益ひいては株主共同
の利益を著しく害する
場合

株主の皆様の意思を直
接確認することが実務
上適切

大量買付者による手続
不遵守を確認

諮問

勧告

独立委員会が発動を勧告

取締役会による決議（独立委員会の勧告を最大限尊重）

対抗措置発動せず 対抗措置発動
（新株予約権の無償割当て等）

株主意思確認総会による決議
対抗措置
発動不承認

対抗措置
発動承認

（注）本フローチャートは、本プランの手続の概要を記載したものです。詳細につきましては本文をご参照くだ
さい。
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地図

◇東京メトロ東西線 茅場町駅（12番出口） 徒歩約５分

◇東京メトロ日比谷線 茅場町駅（２番出口） 徒歩約５分

◇東京メトロ日比谷線 八丁堀駅（Ａ５番出口） 徒歩約５分

株主総会会場ご案内図

会　場　鉄　 鋼　 会　 館
（８階　801会議室）

〒103－0025　東京都中央区日本橋茅場町三丁目２番10号
TEL(03) 3669－4855

首都高速

鉄鋼会館

Ｐ

大垣共立銀行

ホテル
八重の翠
東京

平成通り

室町ランプ

内藤証券

中央警察署
茅場町駅
12番出口

日枝神社

東京証券会館

スマイルホテル
東京日本橋

ファミリー
マート

ホテル
サードニクス
東京

マツダ八重洲ショールーム

Tomod’s

東
西
線
茅
場
町
駅

八
重
洲
通
り

鍛
冶
橋
通
り

永
代
通
り

日比谷線八丁堀駅 新大橋通り 日比谷線茅場町駅

茅場町
交番

PMO
八重洲通

ローソン

茅場町駅
２番出口八丁堀駅

A5番出口

N

ご注意
■駐車場の用意はいたしておりませんので、お車でのご来場はご遠慮くださいますよう
お願い申しあげます。


